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東京の活力の増進により、我が国全体の発展を促進する観点から、国と

連携が必要な東京都の重要な施策について、実務者による国と東京都の協

議を行うため、平成３１年１月に、国と東京都の実務者協議会を設置し、

８項目２０施策について、都と関係省庁との間で具体的な協議を進めてお

ります。 

８項目２０施策について、国と東京都が協議を行い、首都東京が抱える

様々な課題を解決しながら、首都として「稼ぐ力」を高めていくとともに、

東京が首都としての役割をしっかりと果たし、我が国の活力の増進に貢献

していくために取り組んでまいります。 

このたび、都として、本協議会における協議事項に対応する、都の提案

要求内容を取りまとめました。 

 大臣及び各府省庁におかれましては、協議事項の８項目２０施策の実現

に向けて的確な措置を取られるよう、お願いいたします。 

 
 

令和２年１１月 

 

東  京  都  
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首都圏空港・港湾機能の充実 
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【協議事項】 

施策１ 羽田国際空港の機能強化 

            

 

＜国への提案要求内容＞ 

１ 羽田空港の更なる機能強化と国際化 

 （提案要求先 国土交通省） 

（都所管局 都市整備局） 

 

＜現状・課題＞ 

都は、従来の自治体の枠組みを越えて国の新しい滑走路整備に無利子貸付けを

行うなど、羽田空港の再拡張事業を推進してきた。羽田空港は、都心に近く２４

時間利用できる空港であり、我が国の将来を左右する重要なインフラであること

から、空港容量の更なる拡大について可能な限りの方策を総合的に検討し、東京

の国際競争力を強化していく必要がある。 

平成２６年８月に、国は、都県市及び政令市等からなる協議会を設置し、飛行

経路の見直し等により、２０２０年までに国際線の発着回数を年間約３．９万回

増加することが可能となる機能強化策を提案した。 

この提案について、国は、５期にわたる住民説明会の実施や低騒音機の導入促

進、落下物防止対策基準の義務付けなど、総合的な対策に取り組み、令和元年７

月には、都や地元の要請を受け、６期目のオープンハウス型説明会の開催や着陸

高度の更なる引上げなど、追加対策等を示した。 

令和元年８月には、第５回の協議会において、都は丁寧な情報提供や騒音・安

全対策の着実な実施を要望するとともに、関係区市の意見を伝え、国からは、引

き続き丁寧な対応をしていく旨の発言があった。 

その後、国は新飛行経路による運用を決定し、上記追加対策を着実に進め、令

羽田空港の更なる機能強化と国際化の推進 

羽田空港の更なる機能強化と国際化を推進するため、空港容量の

拡大について可能な限りの方策を総合的に検討すること。 

２０２０年の新飛行経路の運用開始後も、引き続き地元への丁寧

な情報提供と、騒音・安全対策等を着実に進めること。 



和２年３月２９日から羽田空港において新飛行経路の運用を開始した。 

今後とも引き続き、関係自治体及び地元住民に対し丁寧な情報提供を行うとと

もに、騒音・安全対策等を着実に実施し、さらに関係区市の意見への回答に沿っ

た対応をする必要がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１） 羽田空港の更なる機能強化と国際化を推進するため、既存施設の機能向上、

施設整備、管制や環境面における制約への対応、旧整備場地区の活用などあ

らゆる角度から空港容量の拡大について可能な限りの方策を総合的に検討す

ること。 

   あわせて、国際線の利用者に不便が生じないよう、出入国管理、税関及び

検疫体制を確保すること。 

（２） 新飛行経路運用開始後も、情報提供については、様々な手段を通じて、地

元への丁寧な情報提供と意見聴取に努めること。安全対策については、引き

続き万全を尽くし、落下物対策の強化に向けて、平成３０年９月に策定され

た落下物防止対策基準の充実や安全対策の取組に関する情報提供の充実に努

めること。騒音対策については、低騒音機の導入促進を図るとともに、防音

工事助成の円滑な実施に努めること。また、飛行高度の引上げを安定的に実

現するため、航空保安施設の整備に関する調整を実施すること。加えて、新

飛行経路に関連し増設された騒音測定局による騒音影響の監視及び情報提供

に取り組むこと。 

さらに、羽田空港の機能強化に対する関係区市の意見への回答に沿うよう、

引き続き丁寧かつ真摯に対応すること。 

（３）長期的な航空需要の増加に対応するため、東京 2020 大会開催以降の方策な

ど、更なる機能強化についても検討を進めること。 

なお、検討に当たっては、空港機能と港湾機能が共存できるよう配慮する

こと。 
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２ 羽田空港の機能発揮に資する交通アクセス等の強化 

（提案要求先 国土交通省） 

（都所管局 都市整備局） 

 

＜現状・課題＞ 

羽田空港は、都心に近く、２４時間利用可能な空港である。このポテンシャル

を十二分にいかすためには、深夜早朝時間帯の交通アクセスの利便性の向上とと

もに、幹線道路や公共交通など、空港アクセスの一層の強化が重要である。 

このため、広域交通ネットワークの整備を進めており、国道３５７号多摩川ト

ンネルについても平成２７年度に事業着手した。 

今後、国は、関係自治体等と連携を図りながら、羽田空港の機能強化に的確に

対応するため、空港アクセスの強化を検討する必要がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）都心に近く、２４時間利用可能な国際空港である羽田空港の機能を最大限

発揮する国道３５７号多摩川トンネルなどの空港と連結する広域交通ネット

ワークの整備を推進すること。 

（２）今後の羽田空港の更なる機能強化に的確に対応するため、交通政策審議会

答申第１９８号で位置付けられた空港アクセスの強化に資する路線の実現に

向けて、財源の確保等必要な措置をとること。また、外環については、関越

道から東名高速間の整備が進展している現時点で、次の段階を見据え、羽田

空港へのアクセス性を確保しつつ、東名高速から湾岸道路間の全区間の計画

を早期に具体化すること。 

（１）都心に近く、２４時間利用可能な空港である羽田空港の機能

を最大限に発揮するため、広域交通ネットワークの整備を推進

すること。 

（２）今後の羽田空港の更なる機能強化に的確に対応するため、空

港アクセスの強化を検討すること。 



【協議事項】 

施策２ 東京 2020 大会期間中の横田基地の 

民間航空利用 

 

＜国への提案要求内容＞ 

横田基地の軍民共用化の推進 

（提案要求先 内閣官房・出入国在留管理庁・外務省・財務省・厚生労働省・ 

農林水産省・国土交通省・防衛省） 

（都所管局 都市整備局） 

 

＜現状・課題＞ 

都は、基地周辺地域住民の生活の利便性の向上や経済の活性化に資するよう、

軍民共用化を促進してきた。 

共用化に関する日米協議については、「再編実施のための日米のロードマップ」

に位置付けられ、日米のスタディグループによる検討が行われてきたが、現在ま

で合意に至っていない。 

首都圏の空港容量は、２０２０年代前半には限界に達することが予測されてお

り、国土交通省の審議会において、横田共用化も含めた首都圏空港機能強化策の

検討が行われた。平成２６年７月には「中間取りまとめ」が発表され、「その他

の空港の活用等」として横田基地が取り上げられた。 

横田基地の民間航空利用は、空港容量の拡大や首都圏西部地域の航空利便性の

向上など、首都圏の空港機能を補完し、多摩の振興はもとより、首都圏ひいては

日本経済の発展にも資するものである。また、東京 2020 大会開催に伴う来訪者へ

の対応やその後の航空需要も見据え、横田基地でのビジネス航空の受入れを含め

た民間航空の利用を実現する必要がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

東京 2020 大会の実施内容については、現在、国、組織委員会及び都の三者に

より検討が行われているところであるが、大会開催に伴う来訪者に対応するため、

横田基地でのビジネス航空の受入れを含めた民間航空の利用を実現すること。 

米軍基地対策の推進 

東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会開催時に横田

基地における民間航空の利用を実現すること。 
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【協議事項】 

施策３ 小笠原航空路の整備促進  
 

＜国への提案要求内容＞ 

  （提案要求先 国土交通省･環境省） 

（都所管局 総務局・環境局・港湾局） 

＜現状・課題＞ 
小笠原諸島は、本土から南に約１，０００キロメートル離れた太平洋上に位置

し、約２，６００人の村民が在住している。同諸島の存在により、水産資源や鉱
物資源など海洋資源の開発可能性を秘めた、我が国の排他的経済水域の約３割と
いう広大な海域を確保しており、国益を維持する上でも重要な地域である。しか
しながら、本土から小笠原諸島への交通手段は、近年の世界的な交通アクセス短
縮の中において、今なお片道所要時間が２４時間の船舶航路に限られている。 
小笠原諸島への航空路開設は、村民生活の安定と国境離島である小笠原諸島の自

立的発展を図る上で大変重要な意味を持つものであり、高速交通アクセス手段の確
保は、都のみならず、我が国にとっても喫緊の課題であるが、いまだ実現に至って
いない。 

都はこれまでも、航空路開設に向け、検討を重ねてきた。平成２０年２月には、
航空路開設の検討を進めるため、都と小笠原村による小笠原航空路協議会を設置
し、同年１０月には、小笠原航空路協議会が行うＰＩ活動に対して、評価･助言を
行う第三者機関である小笠原航空路ＰＩ評価委員会を設置して、自然環境と調和
した実現可能な航空路案について協議を行ってきた。 

今後とも、自然環境と調和した航空路の早期開設を目指し、引き続き調査費を
計上し、小笠原村民の意向を十分に踏まえながら、鋭意、調査・検討を進めてい
く所存である。 
 また、実現可能な航空路案のとりまとめに向けては、引き続き、各省庁より技
術的・専門的な助言を得ながら、調査・検討を進める必要がある。さらに、今後、
整備に向けた具体的な調整を進める段階では、財政措置に向けた協議についても
推進していく必要がある。 

＜具体的要求内容＞ 
小笠原諸島への航空路に関する諸課題の解決には、国の協力が不可欠であるこ

とから、次の２点について要望を行う。 
（１）引き続き、都が進める調査・検討に対し、適切な指導、助言などの支援協

力を行うこと。 
（２）航空路開設に関する諸課題の解決に支援を行うとともに、財政措置も含め、

特段の配慮を講じること。 

小笠原航空路の整備促進 

（１）都が進める調査･検討に対し、指導･助言等の支援･協力を行う

こと。 

（２）航空路開設に関する諸課題の解決に支援を行うとともに、財

政措置も含め、特段の配慮を講じること。 
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【協議事項】 

施策４ 東京港の国際競争力強化 

 

＜国への提案要求内容＞ 

１ 物流機能の強化 

（提案要求先 国土交通省） 

（都所管局 港湾局） 

＜現状・課題＞ 

東京港では、施設能力を大幅に上回る外貿コンテナ貨物を取り扱っており、交

通混雑などが発生している。これまで、早朝ゲートオープンの実施や車両待機場

の整備等、短期的かつ即効性のある取組を行い一定の成果を上げているが、今後

も貨物量の増加が見込まれるため、東京港における抜本的な施設能力の向上が重

要である。このため、事業中の中央防波堤外側コンテナふ頭を早期に完成させる

とともに、既存コンテナふ頭の再編整備を進める必要がある。 

また、内貿ふ頭では、船舶の大型化とＲＯＲＯ船による貨物輸送量の増大が進

んでいることから、これらに対応したふ頭機能の強化が必要である。 

＜具体的要求内容＞ 

（１）中央防波堤外側コンテナふ頭の整備推進 

東京港の物流機能を強化するため、中央防波堤外側コンテナふ頭（Ｙ３バ

ース）の早期完成に向けて、必要な財源を確保するとともに速やかに本体工

事に着手し、整備の着実な推進を図ること。 

（２）必要な財源の確保 

① 物流機能強化に資する外貿コンテナふ頭、内貿ユニットロードふ頭等の

整備スケジュールに合わせて、埠頭整備資金貸付金も含め、必要な財源を

確保すること。 

 物流機能の強化に向けた東京港の整備推進 

東京港の物流機能を強化するため、 

（１）中央防波堤外側コンテナふ頭（Ｙ３バース）の早期完成に向け

て、必要な財源を確保するとともに速やかに本体工事に着手し、

整備の着実な推進を図ること。 

（２）物流機能の強化に資する外貿コンテナふ頭、内貿ユニットロー

ドふ頭等の整備スケジュールに合わせて、埠頭整備資金貸付金も

含め、必要な財源を確保すること。 
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② 防災・安全交付金及び社会資本整備総合交付金について、港湾管理者が

運営上必要とする事業に柔軟に対応するとともに、必要な財源を確保する

こと。 

 

２ 震災にも強い東京港の機能強化 
（提案要求先 国土交通省） 

（都所管局 港湾局） 

 

＜現状・課題＞ 

首都直下地震等の切迫性が指摘される中、首都圏４，０００万人の生活と産業

を支える東京港では、外貿コンテナふ頭のうち耐震強化岸壁は４バースと少なく、

震災時にも港湾機能を確保し首都圏経済活動の停滞を回避するためには、更なる

増設が不可欠である。 

このため、東京港第８次改訂港湾計画において、幹線貨物輸送に対応する耐震

強化岸壁の計画を拡充したところであり、整備を着実に進める必要がある。 

また、震災時に被災者の避難や緊急物資の海上輸送に対応する耐震強化岸壁に

ついても、推進する必要がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）震災時においても、首都圏の物流機能を確保する幹線貨物輸送に対応する

耐震強化岸壁を拡充するため、中央防波堤外側コンテナふ頭（Ｙ３バース）

について、整備を推進すること。 

（２）震災時の被災者避難や緊急物資の輸送に対応する品川ふ頭（Ｓ３バース）、

１０号地その２ふ頭（ＶＡ２バース）の耐震強化岸壁の整備推進に必要な財

源を確保すること。 

 

（１）震災時においても、首都圏の物流機能を確保するため、中央

防波堤外側コンテナふ頭（Ｙ３バース）の耐震強化岸壁につい

て、整備を推進すること。 

（２）震災時の被災者避難や緊急物資の輸送に対応する品川ふ頭

（Ｓ３バース）、１０号地その２ふ頭（ＶＡ２バース）の耐震

強化岸壁の整備に必要な財源を確保すること。 
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項目２  

幹線道路の整備促進による 

道路ネットワークの早期完成等 
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【協議事項】 
施策５ 東京外かく環状道路（東名高速～湾岸道路 

間）の整備促進 

 

＜国への提案要求内容＞ 

（提案要求先 国土交通省） 

（都所管局 都市整備局） 

 

＜現状・課題＞ 

東京が日本経済のエンジンとして、我が国の成長をけん引するため、また、災

害時における首都東京の安全・安心を確保するためには、首都圏の陸・海・空の

交通・物流ネットワークの強化が極めて重要である。 

とりわけ、首都圏における交通・物流の根幹を成す外環は、渋滞緩和によるヒ

ト・モノのスムーズな流れの確保、首都直下地震など大規模災害時における避難

・救急活動ルートの確保など、様々な効果が期待されている。平成３０年６月に

は、千葉区間が開通し、東関東道から関越道までの４つの高速道路が外環道で結

ばれ、都内を通過する交通が外環に転換するなどの整備効果が発現している。し

かしながら、今なお残っているミッシングリンクにより、環状道路の整備効果を

最大限発揮できておらず、未開通区間の早期整備が必要である。 

外環（関越道～東名高速）については、平成２９年２月には東名ＪＣＴから、

平成３１年１月には大泉ＪＣＴから本線シールドマシンが発進した。現在、これ

らの工事に加え、本線と地上をつなぐランプシールドトンネルの工事が進められ

ており、また、大深度地下において本線とランプをつなぐ地中拡幅部についても

鋭意、検討が進められている。 

一方、外環（東名高速～湾岸道路）については、首都圏三環状道路のいわば総

仕上げの区間であり、羽田空港や京浜港へのアクセス性の強化など、環状道路と

しての機能を最大限に発揮させるためにも、整備が不可欠な区間である。 

現在、国土開発幹線自動車道建設法による予定路線に位置付けられている本区

間の整備に向けては、事業中の外環（関越道～東名高速）と同様、国土開発幹線

 東京外かく環状道路の整備促進 

外環（東名高速～湾岸道路）については、関越道～東名高速間

が進展している現時点で、次の段階を見据え、必要な調査を加速

させるとともに、「東京外かく環状道路（東名高速～湾岸道路間）

計画検討協議会」における議論も踏まえ、羽田空港へのアクセス

性を確保しつつ、東名高速～湾岸道路間の全区間の計画を早期に

具体化すること。 



自動車道建設会議の議を経て、国によって基本計画の決定や整備計画の決定を行

うなど、計画の具体化のためのステップを着実に進めていく必要があるものと考

えられる。 

令和元年６月に開催された、国、東京都及び川崎市の三者で構成する「東京外

かく環状道路（東名高速～湾岸道路間）計画検討協議会（第５回）」では、次回

の協議会において、計画の基本的な方針を取りまとめていくことが確認されてお

り、これらの議論も踏まえながら、計画を具体化するためのステップに早期に移

行することが求められる。 

 

＜具体的要求内容＞ 

東名高速～湾岸道路間については、関越道～東名高速間が進展している現時点

で、次の段階を見据え、計画の検討に必要な調査等を加速させること。 

具体的には、まずは「東京外かく環状道路（東名高速～湾岸道路間）計画検討

協議会」を開催するとともに、そこでの議論も踏まえた上で、羽田空港へのアク

セス性を確保しつつ、東名高速～湾岸道路間の全区間について、基本計画の決定

を目指すなど、計画を早期に具体化すること。 
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【協議事項】 

施策６ 高速道路網の整備推進等 

 

＜国への提案要求内容＞ 

１ 高速道路網の整備推進 

（提案要求先 国土交通省） 

（都所管局 都市整備局） 

 

＜現状・課題＞ 

首都圏三環状道路は、首都機能を担う東京圏に不可欠な広域交通基盤であり、

最初のリングとして全線開通した首都高速中央環状線は、ジャンクションの新設

・改良によりその機能が強化され、着実に整備が進む外環や圏央道とともに、交

通分散による渋滞緩和やネットワーク強化による移動時間の短縮、さらには物流

拠点等の立地を通じた生産性の向上など、高いストック効果を発現している。 

しかし、首都圏の高速道路網にはミッシングリンクが存在し、首都高速道路な

どの都内の高速道路では、交通集中による渋滞や事故が依然として頻発している。

渋滞のストレスを感じることのない快適で自由自在な移動を実現するためには、

活発な都市活動を支える高速道路網の強化が不可欠である。 

また、日本経済をけん引する首都圏の国際競争力を強化するためには、人やモ

ノの流れをスムーズにして、生産性の向上や観光振興などを促進するとともに、

全国にその効果を波及させ、日本経済の活性化と持続的な成長を支えていく必要

がある。さらに、災害や事故等の非常時において首都機能を維持するためには、

その生命線となる高速道路網のリダンダンシー向上が不可欠である。 

  

＜具体的要求内容＞ 

日本橋周辺の首都高速道路の地下化に伴う新たな都心環状ルートと首都高速晴

海線の延伸部は、ネットワークとして機能を発揮することで、特に交通が集中す

る江戸橋・箱崎ＪＣＴなどの渋滞ポイントを避けて、都心と首都高速湾岸線の相

互アクセスを可能にするなど、高い整備効果が見込まれることから、事業者を早

期に決定し事業化すること。 

 

 高速道路網の整備推進及び有効活用等 

首都圏三環状道路に加え、新たな都心環状ルートの形成や首都高

速晴海線の延伸など、首都圏における高速道路網の整備を推進する

とともに、必要な財源を確保すること。 
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２ 都市再生と連携した首都高速道路の大規模更新 

（提案要求先 国土交通省） 

（都所管局 都市整備局・建設局） 

 

＜現状・課題＞ 

 東京を成熟した都市としていくためには、首都高速道路の大規模更新の機会を

捉えて都市再生を推進し、円滑な交通と快適な環境の両立を目指すことが重要で

ある。 

日本橋は、五街道の起点として江戸の中心だった場所であり、国の重要文化財

に指定されている。その上空を通過する首都高速道路については、総理大臣や国

土交通大臣の呼びかけをきっかけに、周辺景観に与える影響について有識者等に

よる様々な議論がなされてきた。このような状況の中、平成２６年に日本橋区間

を含む首都高速道路の大規模更新計画が策定され、平成２８年には日本橋周辺の

まちづくりの取組が、国家戦略特区の都市再生プロジェクトに追加された。 

 この機会を捉えて都は、国や首都高速道路株式会社と共同で、日本橋周辺のま

ちづくりと連携して首都高速道路の地下化に向けて取り組むこととし、首都高日

本橋地下化検討会で取りまとめられた計画案をもとに、令和元年、首都高を地下

化する都市計画変更を行った。地下化に伴い必要となる大型車の環状方向の交通

機能確保策については、首都高都心環状線の交通機能確保に関する検討会におい

て、別線（地下）整備案の具体化に向けて、引き続き調整を進めることとなった。 

別線（地下）が接続する築地川区間においても大規模更新が予定されており、

急カーブや車道内橋脚が存在するなど、走行安全性の面で課題がある。また、築

地川区間をモデルケースとし、都市再生と連携した高速道路の老朽化対策の具体

化に向けた検討を推進することとされており、平成２６年にはこの区間の上部空

間の活用を想定し、立体道路制度の適用範囲が既存の高速道路に拡大された。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）日本橋周辺のまちづくりと連携し、首都高速道路の地下化工事に速やかに

着手すること。地下化に伴い必要となる大型車の環状方向の交通機能確保策

については、引き続き、都や首都高速道路株式会社とともに、新たな都心環

状ルートとなる別線（地下）整備案のコストを精査し、事業スキームを早期

に構築すること。 

（２）別線（地下）が接続する築地川区間の計画を速やかに具体化し、工事に着

手すること。その際、走行安全性などの機能の向上や都市再生との連携につ

いて検討を進めるとともに、接続する首都高速晴海線の延伸部の整備と連携

を図ること。 

首都高速都心環状線（日本橋区間、築地川区間）の大規模更新に当

たっては、都市再生プロジェクトなどのまちづくりと連携して取り組

むこと。 



【協議事項】 

施策７ 国道等の整備推進 

 

＜国への提案要求内容＞ 

（提案要求先 国土交通省） 

（都所管局 都市整備局・建設局・港湾局） 

 

＜現状・課題＞ 

 都市交通の混雑を緩和し交通を円滑化するとともに、被災時における通行機能

を強化する都市幹線道路の体系的なネットワークを構築する必要がある。 

国道３５７号は、東京湾岸の広域的なネットワーク形成のみならず、国際化が

進む羽田空港へのアクセス向上や京浜三港の連携強化にも寄与する重要な路線で

ある。このうち、未整備の多摩川トンネルは、令和元年８月に多摩川トンネル技

術検討委員会が設置され、トンネル本体工事の準備工事に着手したところである

が、羽田空港周辺と川崎側の京浜臨海部を結ぶ連絡道路の整備と同時に進めるこ

ととなっており、早期完成に向け引き続き整備推進を図ることが重要である。 

国土交通省の令和２年度予算においても、前年度とほぼ同額が確保されたもの

の、道路関係予算が大幅に削減された平成２２年度と同規模となっており、骨格

幹線道路である国道の整備に支障を来すと危惧されるため、十分な財源確保が必

要不可欠である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）国道３５７号のうち、多摩川トンネルについては、羽田空港周辺と京浜臨

海部の連携強化に向けて、実施工程を示しつつ整備を推進し、早期開通を図

ること。 

（２）国道１５号については、「品川の顔」となる品川駅西口駅前広場の再編整

備に不可欠な都市基盤である。このため、品川駅周辺の関連する事業等との

連携を図った上で、本線と西口駅前広場の整備推進を図ること。 

 国道等の整備推進 

（１）国道３５７号（多摩川トンネル）について整備推進を図るこ

と。 

（２）国道１５号（品川駅周辺道路拡幅、品川駅西口駅前広場）に

ついて整備推進を図ること。 
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項目３  

首都圏鉄道網の拡充 



【協議事項】 

施策８ 鉄道ネットワーク等の強化促進 
 
 

＜国への提案要求内容＞ 

（提案要求先 国土交通省） 

（都所管局 都市整備局） 

 

＜現状・課題＞ 

東京圏における今後の都市鉄道の在り方について、平成２８年４月に交通政策

審議会諮問第１９８号に対する答申が公表された。この答申では、東京圏の都市

鉄道が目指すべき姿として、成長をけん引する経済活動等を支える基盤として機

能強化を図り、東京圏の国際競争力の強化に資することや、混雑の緩和など更な

るサービス水準の引上げにより、豊かな国民生活に資することなどを示した上で、

その実現に向けて、国際競争力の強化に資する鉄道ネットワークのプロジェクト、

地域の成長に応じた鉄道ネットワークの充実に資するプロジェクトとして、路線

の新設・既設施設の改良に関するプロジェクトが挙げられている。 
答申に位置付けられた路線の実現には、事業主体や収支採算性、技術的な課題

等への対応が必要である。 
都は、答申において事業化に向けて検討などを進めるべきとされた６路線を中

心に、沿線の区市町や鉄道事業者等の関係者とともに、具体化に向け、事業スキ

ーム等の検討を実施するとともに、平成３０年４月に鉄道新線建設等準備基金を

創設して、６路線に係る事業などの財源の確保に努めている。令和２年度には、

都市鉄道ネットワーク等の強化 

（１）交通政策審議会諮問第１９８号に対する答申において「事業

化に向けて検討を進めるべき」とされた６路線の整備を促進す

ること。 

（２）同答申において、検討熟度が低く構想段階だが国際競争力の

強化に資するとされた路線の事業スキームの早期構築に向け、

積極的に支援すること。 

（３）ＪＲ中央線複々線化などの事業化に向けて、新しい整備の仕

組みづくりを検討するなど、早期に必要な措置を講じること。 
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多摩都市モノレールの延伸（箱根ケ崎方面）について、事業化に向けた現況調査

及び基本設計等に着手する。 
 
＜具体的要求内容＞ 
（１）答申において「事業化に向けて検討を進めるべき」とされた６路線の整備

促進 
交通政策審議会諮問第１９８号に対する答申において「事業化に向けて検

討を進めるべき」とされた６路線の整備に向けて、事業スキームを早期に構

築するとともに、補助制度の積極的な活用や拡充、財源の確保など必要な措

置をとること。 
（２）国際競争力の強化に資する路線の事業スキームの早期構築に向けた支援 
   同答申において、検討熟度が低く構想段階だが、国際競争力の強化に資す

ると位置付けられた「都心部・臨海地域地下鉄構想」及び「都心部・品川地

下鉄構想」について、事業スキームの早期構築に向け、積極的に支援するこ

と。 
（３）新しい鉄道整備の仕組みづくりの検討などの措置 

整備効果が見込まれるものの、収支採算性に課題があるとされたＪＲ中央

線の三鷹・立川駅間の複々線化などの路線について、新しい整備の仕組みづ

くりを検討するなど、必要な措置をとること。 
また、地下鉄運転の時間延長など外国人の受入環境整備の推進策について

検討すること。 
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項目４  

大都市防災対策の強化、 

首都機能の維持、国土強靭化の推進 

  



【協議事項】 

施策９ 豪雨・高潮対策の推進 

 

＜国への提案要求内容＞ 

都市型水害対策の推進 

（提案要求先 国土交通省） 

（都所管局 建設局） 

 

＜現状・課題＞ 

都はこれまで、時間５０ミリ降雨に対応可能な護岸、調節池等の整備を進め、

水害の早期軽減に努めてきた。しかし、近年、時間５０ミリを超える台風や局地

的集中豪雨に伴う水害が増加しており、降雨状況の変化への対応が急務となって

いる。東京は膨大な人・資産・情報が高度に集積された日本の中枢であり、大規

模な浸水が発生した際の被害とその影響は、非常に深刻で広範囲なものとなる。 

このため、平成２４年１１月に、これまでの時間５０ミリから、区部で時間最

大７５ミリ、多摩部で時間最大６５ミリに目標整備水準を引き上げ、時間５０ミ

リまでの降雨は護岸整備を基本とし、それを超える降雨には新たな調節池等によ

り対応する「整備方針」を策定した。この方針に基づき、護岸整備を着実に進め

るとともに、優先度の高い流域においては、環状七号線地下広域調節池や石神井

川城北中央公園調節池等の大規模事業の整備を本格化している。さらに、昨年末

に策定した「未来の東京」戦略ビジョンでは、新たな調節池の事業化に向けた検

討や、各流域間で調節池容量を相互に活用できる環七地下広域調節池の延伸等の

検討を進め、２０３０年度までに新たに総貯留量約 150 万立方メートル調節池の

事業化を図ることとしている。 

昨年１０月の令和元年東日本台風では都内でも甚大な浸水被害が発生してお

り、近年激甚化、頻発化する豪雨から、都民の命と暮らしと首都機能を守るため

にも、都市型水害対策の推進が求められている。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）都市型水害対策を推進するために必要な財源を安定的・継続的に確保し、

東京に必要額を確実に配分すること。 

（２）時間５０ミリ対策を着実に進めるとともに、時間７５・６５ミリ対応の達

成に向け、護岸整備と次の大規模事業に必要な財源を確保し、確実に配分す

ること。 

１ 総合的な治水対策の推進 

都市型水害対策の推進に必要な財源を確保し、東京に必要額を確

実に配分すること。 
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・ 環状七号線地下広域調節池（石神井川区間） 

・ 神田川下高井戸調節池 

・ 石神井川城北中央公園調節池 

・ 野川大沢調節池 ※規模拡大 

・ 境川金森調節池 

・ 境川木曽東調節池 

・ 谷沢川分水路 

 

 

（提案要求先 国土交通省） 

（都所管局 港湾局） 

 

＜現状・課題＞ 

日本の中枢機能が集中する首都東京に大規模地震が発生し、海岸保全施設の機

能が失われると、約３００万人が暮らす沿岸部低地帯に海水が浸入し、甚大な被

害を受けるおそれがある。 

首都東京が機能不全に陥れば、我が国の社会・経済活動、国民生活への影響は

計り知れない。 

このため、水門・防潮堤等の海岸保全施設の耐震性強化を図るなど、東京港に

おける地震・津波・高潮対策を強力・早急に推し進めていかなければならない。 

 

＜具体的要求内容＞ 

最大級の地震や台風に備え、水害から都民の生命・財産、首都東京の中枢機能

を守るため、海岸保全施設の耐震性強化を図るなど、東京港における地震・津波

・高潮対策を強力・早急に講じられるよう、必要な財源を確保すること。 

２ 東京港の地震・津波・高潮対策の推進 

都民の生命と財産を守り、首都東京の中枢機能を確保するため、

東京港における地震・津波・高潮対策を早急に講じられるよう、必

要な財源を確保すること。 
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（提案要求先 国土交通省） 

（都所管局 都市整備局） 

 

＜現状・課題＞ 

 近年の気候変動により水害が激甚化していること等を踏まえ、防災まちづくり

を強力に推進していくため、令和２年１月に国と都により「災害に強い首都「東

京」の形成に向けた連絡会議」を設置している。会議では、まちづくりによる高

台化の推進や、再開発事業による避難スペースを上部階に確保した建築物の整備

など、幅広く検討を進めており、同年９月に中間まとめ案を公表した。今後は、

会議での議論などを踏まえた高台まちづくり（高台・建物群）の推進に係る施策

の具体化を図っていく必要がある。 

高台まちづくりの手法として高規格堤防整備があり、その推進には土地区画整

理事業等との連携が有効であるが、住民等との合意形成や、土地区画整理事業施

行者の財政的負担、堤防の川裏側の法面部分（以下「川裏法面」という。）の新た

な平地の利活用などにおいて課題がある。 

また、現在、都市再生土地区画整理事業について、高規格堤防整備事業対象の

河川沿いは、補助の重点地区に該当しない地区があるため、地元自治体の協力を

得るためには、重点地区の拡充が必要となっている。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）土地区画整理事業等と高規格堤防整備事業の一体実施を一層促進するため、

以下の措置を講じること。                             

① 高規格堤防整備事業に係る地権者が二度移転する負担を軽減するため、

直接移転先となる種地の確保を河川事業側でも行うこと。 

② 高規格堤防整備事業と土地区画整理事業等の一体実施における費用負担

のあり方について検討すること。 

③ 川裏法面の宅地としての利用や、堤防天端道路の建築基準法上の道路と 

しての活用を可能とすること。 

（２）都市再生土地区画整理事業補助における重点地区の要件（安全市街地形

成重点地区等）ついて、高規格堤防整備事業対象の河川沿いを追加するな

ど、重点地区の拡充を検討すること。 

３ 災害対策としての高台まちづくりの促進 

低地部において、土地区画整理事業等と高規格堤防整備事業の一

体実施など、高台まちづくり（高台・建物群）を促進するために必

要な措置を講じること。 
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（提案要求先 内閣府・国土交通省） 

（都所管局 総務局） 

 

＜現状・課題＞ 

 平成１８年６月、中央防災会議に「大規模水害対策に関する専門調査会」が設

置され、平成２２年４月に報告書がまとめられた。 

その報告書の想定によれば、荒川及び利根川などの大河川が氾濫すると、首都

圏で最大５３０ｋ㎡が浸水し、約２３０万人に影響が出るとされている。 

都内においても、近年の地球温暖化などにより大規模水害の危険性は増してい

る。こうした膨大な避難者や甚大な経済被害が想定される大規模水害については、

荒川や利根川などの大河川を管理する国が、責任を持って地方自治体を越えた総

合的な対策に取り組むことにより、被害の軽減等を確実に推進することが極めて

重要である。 

国は報告書を受け、平成２４年９月に「首都圏大規模水害対策大綱」を取りま

とめ、平成２５年１１月に「首都圏大規模水害対策協議会」を設置した。平成２

８年６月には、中央防災会議 防災対策実行会議の下に、「洪水・高潮氾濫からの

大規模・広域避難検討ワーキンググループ」を立ち上げ、平成３０年３月に報告

書を公表し、洪水・高潮氾濫からの大規模・広域避難に関する基本的考え方を示

した。この報告書を踏まえ、大規模水害時の広域避難の具体化に向けた検討を行

うため、平成３０年６月、内閣府・都と共同で、「首都圏における大規模水害広域

避難検討会」を設置した。 
また、平成２９年５月には「荒川下流タイムライン（拡大試行版）」の運用を

開始している。 

しかし、これらの取組においては、特に広域避難が必要な場合における関係機

関の具体的な体制や活動を定めるに至っていない。 

平成２７年の関東・東北豪雨、平成３０年７月豪雨、令和元年東日本台風によ

る豪雨、令和２年７月豪雨など、近年、各地で大規模水害が発生している。都内

においても、令和元年東日本台風により多摩川が溢水するなど浸水被害が発生し

ている。荒川や利根川、多摩川等における水害対策は喫緊の課題であり、こうし

た対策への取組を速やかに進める必要がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

都県境を越える百万人単位の広域避難は、地方自治体だけでは十分な対応が困

難な課題であり、令和元年東日本台風で顕在化した事象も踏まえ、大規模水害時

の避難計画の策定等、国は強いリーダーシップを持って対策を推進すること。        

４ 大規模水害対策の推進 

人口や産業が集積した首都圏では、荒川や利根川、多摩川等の国

が管理する大河川で大規模水害が発生した場合、被害が甚大となる

ため、国が責任を持って、大規模水害対策を確実に推進すること。 
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【協議事項】 

施策 10 首都直下地震への備え 

 

＜国への提案要求内容＞ 

１ 緊急輸送道路沿道建築物の耐震化の促進 

（提案要求先 国土交通省） 

（都所管局 都市整備局） 

 

＜現状・課題＞ 

東日本大震災では、道路分断などにより、発災後の早急な救命救急活動や物資

輸送が滞るなど大きな支障が生じ、緊急輸送道路の機能の確保の重要性が改めて

明らかになった。 

首都直下地震の切迫性が指摘されている東京においても、大地震が起きた際に

都民の生命・財産を守るとともに首都機能を確保するため、防災拠点や他県等と

連絡する緊急輸送道路の沿道建築物の耐震化を進め、建物の倒壊による道路閉塞

を防止することは喫緊の課題である。緊急輸送道路沿道建築物の耐震化を早急か

つ強力に促進するため、継続して必要な財源を確保・拡充するとともに、以下の

とおり施策を充実することが必要である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

緊急輸送道路沿道建築物の耐震化に重点的に取り組む地方公共団体を支援す

るため、耐震対策緊急促進事業及び住宅・建築物安全ストック形成事業の耐震診

断・耐震改修等の費用助成について、必要な財源を確保するとともに、国の交付

率を引き上げるなど拡充を図ること。 

１ 建築物の耐震化の推進 

耐震対策緊急促進事業及び住宅・建築物安全ストック形成事業の

耐震診断・耐震改修等の費用助成について、必要な財源を確保する

とともに、国の交付率を引き上げるなど拡充を図ること。 
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２ 住宅の耐震化の促進 
（提案要求先 国土交通省） 

（都所管局 都市整備局） 

 

＜現状・課題＞ 

首都直下地震の切迫性が指摘されている中、地震発生時に住宅が倒壊した場合、

道路閉塞や出火により避難・救援活動が妨げられ、大規模な市街地火災につなが

るおそれがある。都民の生命・財産の保護及び地域の被害の軽減を図るため、住

宅の耐震化のスピードアップを図り、国が定めた目標である令和２年度住宅の耐

震化率９５％を達成するため、重点的に促進する必要がある。しかし、住宅・建

築物安全ストック形成事業における耐震改修等への国の交付率は、現在１１．５

％であり十分ではない。 

 

＜具体的要求内容＞ 

住宅の耐震化を促進するため、住宅・建築物安全ストック形成事業について必

要な財源を確保するとともに、国の交付率を引き上げる等拡充を図ること。 

住宅の耐震化を促進するため、住宅・建築物安全ストック形成事

業について必要な財源を確保するとともに、国の交付率を引き上げ

る等拡充を図ること。 
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１ 災害に強い都市構造の確保 

（提案要求先 国土交通省） 

（都所管局 都市整備局・建設局） 

 

＜現状・課題＞ 

平成２８年１２月に新潟県糸魚川市で発生した大規模な市街地火災では、木造

住宅等が密集する市街地で火災が発生した場合の危険性が改めて明らかになっ

た。 

首都直下地震による東京の被害想定では、建物の全壊・焼失は約３０万棟にも

及ぶとされている。 

また、都内には大規模な市街地火災が発生するおそれのある木造住宅密集地域

は、約８，６００ｈａ存在する。 

大地震から都民の生命と財産を守るとともに、首都機能の確保を図るため、延

焼を防止する延焼遮断帯の形成や、それに囲まれた内側の市街地の不燃化、都民

の生命を守る避難場所の確保など、災害に強い都市構造を早期に確保することが

重要である。 

しかし、延焼遮断帯の形成率は約６７％、木造住宅密集地域の中で震災時に特

に甚大な被害が想定される地域（整備地域）の不燃領域率は約６２％にとどまる

など、いまだ不十分な状況にある。 

都は、首都直下地震の切迫性や東日本大震災の発生を踏まえ、木造住宅密集地

域の改善を加速させるため、平成２３年度から「木密地域不燃化１０年プロジェ

クト」を立ち上げ、従来より踏み込んだ取組を支援する「不燃化特区制度」や、

延焼遮断帯を形成する主要な都市計画道路である「特定整備路線」を事業化し、

整備を進めている。 

 

＜具体的要求内容＞ 

木造住宅密集地域において、道路整備と沿道の不燃化を重層的に推進すること

により、震災時の延焼拡大を防止し避難路としても機能する「延焼遮断帯」の整

備を図るため、 

（１）「特定整備路線」をはじめとする街路事業について、必要な財源を確保す

ること。 

（２）都市防災総合推進事業について、必要な財源を確保すること。 

（３）都市防災総合推進事業の都市防災不燃化促進について、事業の着手を更に

促進するため、補助採択要件を不燃化率一律７０％未満とするのではなく、

道路幅員に応じた柔軟な採択要件（都の延焼遮断帯形成基準※を参照）にする

こと。 

２ 木造住宅密集地域の整備促進 

延焼遮断帯の整備を推進するため、必要な財源を確保するととも

に補助要件を見直すこと。 

- 26 -



（例） 

・幅員２０ｍの場合、不燃化率６０％で補助採択 

※ 都の延焼遮断帯形成基準：都市計画道路等の路線ごとに、市街地火災に

対する焼け止まり効果の有無を延焼シミュレーションにより測定し、道路

幅員に応じた不燃化率の形成基準を定めたもの。 

 

 

２ 地域の防災性の向上 

（提案要求先 国土交通省） 

（都所管局 都市整備局） 

 

＜現状・課題＞ 

平成２８年１２月に新潟県糸魚川市で発生した大規模な市街地火災では、木造

住宅等が密集する市街地で火災が発生した場合の危険性が改めて明らかになった。 

都内には、震災時に大規模な市街地火災が発生するおそれのある木造住宅密集

地域が広範囲に分布しており、約８，６００ｈａ存在している。 

都は、これまでも、延焼遮断帯の形成とともに建築物の不燃化・耐震化を進め

てきたが、木造住宅密集地域の中で震災時に特に甚大な被害が想定される地域（整

備地域）の不燃領域率は約６２％にとどまるなど、いまだ不十分な状況にあり、

延焼遮断帯に囲まれた内側の市街地の不燃化など、地域の防災性の向上を図るこ

とが重要である。 

都は、首都直下地震の切迫性や東日本大震災の発生を踏まえ、木造住宅密集地

域の改善を加速させるため、平成２３年度から「木密地域不燃化１０年プロジェ

クト」を立ち上げ、従来より踏み込んだ取組を支援する「不燃化特区制度」によ

り、市街地の不燃化を強力に進めている。 

また、平成２７年度には「防災都市づくり推進計画」を改定し、特に、延焼遮

断帯に囲まれた内側の市街地の改善を進めるため、防災上重要な生活道路の整備

を促進することで、沿道建築物の不燃化・耐震化を促進する取組を開始した。具

体的には、地域ごとに、震災時の緊急車両の通行や円滑な消火・救援活動が可能

な幅員６ｍ以上の道路や、避難に有効な４ｍ以上の道路（以下「防災生活道路」

という。）を計画に位置付けて道路の拡幅整備を計画的に進め、併せて沿道の建

替え工事費の一部を助成し、不燃化の更なる加速と道路の整備を進めている。 

また、電柱の倒壊による道路閉塞など、防災生活道路の機能に支障が生じない

よう、無電柱化を促進していく。 

木密地域の早期かつ着実な防災性向上を図るため、必要な財源を

確保するとともに、既存事業の要件緩和等に取り組むこと。 

特に、延焼遮断帯に囲まれた内側の市街地において、防災上重要

な生活道路の整備やその沿道の不燃化を促進するため、必要な財源

を確保するとともに、既存事業の要件緩和等を行うこと。 
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こうした取組を着実に実施していくためには、引き続き安定的・継続的に財源

を確保することが必要不可欠である。 

さらに、老朽化した木造建築物の建替え等による市街地の安全性向上を図るた

め、延焼防止性能の高い建築物の建蔽率の制限緩和や防火規制の合理化などを盛

り込み改正された建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）を踏まえ、木造住宅

密集地域の改善を進めることが重要である。 

加えて、木造住宅密集地域の改善を加速するため、道路の拡幅整備などに伴い

移転が必要な権利者や、無接道等により老朽建物の建替えが困難な権利者などの

生活や既存コミュニティに配慮した、魅力的な移転先を確保するとともに、移転

により生じた種地を防災まちづくりに活用する新たな取組に着手する必要がある。 

民間建設型都市再生住宅等整備事業については、補助対象住戸に空きが生じた場

合、家賃収入減の採算性リスクを伴うことや、補助対象となる移転対象地域が限

定されていることから民間事業者の利用が促進されず、事業の推進が困難となっ

ている。 

なお、首都直下地震等による壊滅的な被害の発生を回避できるよう、国と東京

都がハード・ソフト両面から連携し、防災まちづくりを強力に推進していくため

に令和２年１月に設置した「災害に強い首都「東京」の形成に向けた連絡会議」

においても、課題や今後の取組について幅広く議論している。 

 

＜具体的要求内容＞ 

木密地域の不燃化を加速するため、以下のとおり不燃化建替え、防災生活道路

をはじめとした細街路の拡幅や沿道の不燃化、延焼遮断帯の形成、無電柱化の促

進等、防災都市づくりに資する事業への財源の優先的な確保と既存事業の要件緩

和や新たな制度の創設を行うこと。 

（１）住宅市街地総合整備事業（密集住宅市街地整備型）については、必要な財

源を確保するとともに、早期かつ着実に防災性の向上を図るため、共同住宅

等への建替えについては、国費率を従来よりも引き上げることや、共同施設

整備の対象範囲を全ての建替え規模に対応できるよう、拡充すること。 

（２）住宅市街地総合整備事業（密集住宅市街地整備型）の建替促進事業による

戸建てから戸建てへの建替えについて、隣地取得や敷地面積などの要件を更

に緩和すること。 

（３）都市防災総合推進事業において、避難経路転換用地の取得について、道路

を新設する場合に幅員４ｍ未満の部分の用地費も補助対象化し、対象地域に

関しても、重点密集市街地に限らず設定できるよう要件を緩和すること。 

（４）一時集合場所等への避難経路となる防災生活道路等の沿道の不燃化促進の

ため、既存制度の要件緩和に取り組むこと。 

・ 住宅市街地総合整備事業（密集住宅市街地整備型）の延焼遮断帯形成事

業における、対象戸数や幅員に関する要件の緩和 

・ 都市防災総合推進事業の都市防災不燃化促進における不燃化促進区域や

助成対象建築物に関する要件の緩和 

・ 上記又は防災生活道路沿道の不燃化促進に対する助成制度の創設 

（５）また、狭あい道路における無電柱化を促進するため、必要な財源を確保す

ること。 
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道路・橋 梁
りょう

整備の推進 

（提案要求先 国土交通省） 

（都所管局 建設局・都市整備局） 

 

＜現状・課題＞ 

首都東京は、日本の全人口の１割を超える約１，４００万人が生活し、総生産

額が全国の約２割に当たる約１００兆円に上るなど、人やモノ、企業が集積し、

日本経済の中枢を担っている。しかし、都市計画道路の完成率は、６４パーセン

トといまだ道半ばであり、多くの未着手区間が存在している。また、混雑時旅行

速度が区部においては、全国平均約３３km/ｈの半分以下で、主要都市と比較して

非常に低い水準にある。このことが、慢性的な交通渋滞を生じさせ、都市機能の

停滞や都市環境の悪化を招くなど、東京の最大の弱点となっている。 

東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会開催やリニア中央新幹線

の開業、そして持続的な成長に向けては、新型コロナウイルス感染症の収束後も

見据えた中長期的な視点を持ちつつ、雇用や消費等の短期的な効果に加え、スト

ック効果を最大限に発揮する首都東京の道路整備が極めて重要である。 

一方、令和元年東日本台風では、河川の氾濫等により道路が寸断され孤立集落

が生じるなど、改めて道路ネットワーク整備の必要性が明らかになった。 

 そのため、首都圏三環状道路のみならず幹線道路ネットワークなどを早期に整

備し、首都東京の渋滞解消・防災性の向上・環境改善を図ることが喫緊の課題と

なっている。 

さらに、都では首都直下地震の発生が懸念される中、高度防災都市の実現に向

け、震災時に特に甚大な被害が想定される約６，５００ヘクタールの整備地域に

おける防災性の向上を図る都市計画道路（特定整備路線）の整備を推進すること

となっている。 

 

＜具体的要求内容＞ 

首都直下地震の切迫性を踏まえ、特定整備路線を重点配分対象事業に位置付け

るなど、整備に必要な財源を確保し、確実に配分すること。 

・ 整備地域における防災性を向上させる特定整備路線 

   放射３２号線、補助２６号線、補助２９号線など 

 

３ 道路・橋 梁
りょう

事業の推進 

日本経済のけん引役である東京のインフラの強化は、日本全体の

活性化に繋がり、投資効果も高いことから、東京の道路整備を着実

に推進するため、必要な財源を確保し、東京に必要額を確実に配分

すること。 
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４ 無電柱化事業の推進 

（提案要求先 総務省・資源エネルギー庁・国土交通省・観光庁） 

（都所管局 建設局・都市整備局） 

 

＜現状・課題＞ 

 無電柱化事業は、災害時に電柱の倒壊による道路閉塞を防ぐとともに電線類の 

被災を軽減するなど、東京の防災力を高め、都民が安心・安全に暮らせる「セー 

フ シティ」を実現していくために重要である。 

 また、安全で快適な歩行空間の確保や良好な都市景観の創出を図る上でも重要 

な事業である。 

 都は、無電柱化の重点整備エリアを環状七号線内側まで拡大するとともに、防

災上、重要な位置付けにある緊急輸送道路や、災害時や災害復旧の拠点となる施

設等を結ぶ路線で重点的に無電柱化を進めている。 

その結果、都道の地中化率は約４１パーセントに達しているが、諸外国の都市

と比較するといまだ大きく立ち遅れている。 

 無電柱化を進めるためには、事業者間の競争やイノベーションを促し、コスト

縮減を図るとともに、都民に対して無電柱化の意義や効果を積極的にＰＲするこ

とが重要である。 

国では、無電柱化の推進に関する法律（平成２８年法律第１１２号）が平成２

８年１２月に施行されたが、都としても、この法律の趣旨を踏まえ、区市町村と

連携した総合的・計画的な無電柱化の推進、都道における電柱新設の禁止などを

盛り込んだ東京都無電柱化推進条例（平成２９年東京都条例第５８号）を平成２

９年９月に施行した。さらに、平成３０年３月には条例に基づき新たに「東京都

無電柱化計画」を策定し、平成３０年４月に策定された国の無電柱化推進計画の

目標達成を見据え無電柱化に積極的に取り組んでいる。また、平成３０年度に都

が実施した「防災事業の緊急総点検」や、国が実施した「重要インフラ緊急点検」

を受け、電柱倒壊による停電を防止するためにも、更に無電柱化を推進していく

必要がある。これらを踏まえ、平成３１年３月には「東京都無電柱化推進計画（第

七期）」を改定し、令和２年度までの整備計画を定め、着実に無電柱化を進めて

いる。 

 しかし、国道や都道といった幹線道路に比べ、区市町村道のような狭隘
あい

道路に 

おける無電柱化の整備は、あまり進展していない。 

   そのため、都では木造住宅密集地域などにおいて、震災時の円滑な消火・救援

活動や避難に資する主要な生活道路の整備や、土地区画整理事業などの市街地整

備の機会を捉えて、区市町村道における無電柱化を促進していくことが求められ

ている。 

都市防災機能の強化、安全で快適な歩行空間の確保、良好な都市

景観の創出を図るために、無電柱化の実施に必要な財源を確保し、

東京に必要額を確実に配分すること。 
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 今後、都道の無電柱化を加速させるとともに、面的な無電柱化を推進するため、 

区市町村道や土地区画整理事業などで整備する道路の無電柱化を一層促進してい

く必要がある。 

また、令和元年９月に発生した台風１５号では、記録的な暴風による倒木や電

柱倒壊で島しょ地域において大規模な停電が長期間発生し、日常生活に支障をき

たした。頻発する自然災害から都民の命と暮らしを守るため、島しょ地域におい

ても無電柱化を促進していく必要がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）東京の防災力を高め、「セーフ シティ」の実現に向けて、都内全域での無

電柱化をより一層推進するため、事業推進に必要な財源の確保と補助率の引

上げを図ること。 

（２）国道においても、都市防災機能の強化、安全で快適な歩行空間の確保、良

好な都市景観の創出を図るために無電柱化を一層推進すること。 

（３）区市町村道等の無電柱化を促進させるため、更なるコスト縮減とコンパク

ト化を図る無電柱化技術の開発を推進するとともに、地上機器を民地等に設

置するための仕組みを構築すること。 

（４）無電柱化の取組をさらに加速するため、電線管理者の費用負担減を図る財

政的支援制度を拡充すること。 

（５）島しょ地域等において「観光地域振興無電柱化推進事業」について対象地

域の拡大を図ること。 

（６）多様な事業手法による無電柱化を推進するため、電線共同溝以外の事業手

法についても制度設計や電線管理者との調整を行うこと。 

（７）無電柱化事業を一層推進するため、防災・減災、国土強靱化のための３か

年緊急対策以降も必要な財源を確保すること。 
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（提案要求先 内閣府・総務省・財務省・国土交通省） 

（都所管局 総務局） 

 

＜現状・課題＞ 

東京都防災会議の｢首都直下地震等による東京の被害想定報告書｣（平成２４年

４月）では、帰宅困難者は約５１７万人発生すると想定している。 

首都直下地震帰宅困難者等対策協議会の調査によれば、東日本大震災において

も、鉄道の運行停止により都内で約３５２万人の帰宅困難者が発生し、多数の帰

宅困難者が駅前に滞留するなど、課題が顕在化した。首都直下地震等の大規模地

震が発生し、多くの人が帰宅を開始した場合、建物倒壊や火災などで、帰宅困難

者自身が危険にさらされるだけでなく、発災後に優先して実施していかなければ

ならない救助・救護・消火活動・緊急輸送等を妨げることになりかねない。 

このため、企業や学校等における施設内待機や鉄道事業者等の利用者保護など

の一斉帰宅の抑制、行政と民間事業者の協力による一時滞在施設の確保、家族と

の安否確認や正確な情報提供に必要な情報通信基盤の整備、安全が確認された後

の代替輸送も含めた帰宅支援などの対策を強化する必要がある。 

都ではこうしたことを踏まえ、都と国で、経済団体、鉄道事業者等と横断的な

課題について検討する協議会を設置し、官民それぞれが連携して行う対策につい

て、平成２４年９月に最終報告を取りまとめた。都は、この協議会での議論を踏

まえ、平成２５年４月から「東京都帰宅困難者対策条例（平成２４年東京都条例

第１７号）」を施行しているが、対策はまだ道半ばである。 

特に、民間事業者による従業員の一斉帰宅の抑制や利用者保護の徹底とそれに

必要な備蓄の推進、民間事業者による帰宅困難者の受入促進、帰宅困難者に対す

る情報提供など、広域的課題について大きな役割を果たすことは国の責務であり、

国をはじめ都や民間事業者を含めた社会全体で取り組む総合的な帰宅困難者対策

を推進する必要がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）「一時滞在施設の確保」の観点から、以下の措置を講じること。 

① 自治体が民間事業者の協力を得ることの障害を取り除くため、法改正を

行い、首都圏だけでなく全国共通の「発災時の損害賠償責任が事業者に及

ばない制度」の創設を国として早期に実現すること。 

② 一時滞在施設の確保を図ることを目的に実施される災害時拠点強靱
じん

化緊

急促進事業について、その対象区域を政令指定都市若しくは特別区の主要

駅の周辺又は中核市、若しくは県庁所在都市の中心駅の周辺とする区域に

５ 帰宅困難者対策の推進 

大震災時に発生する帰宅困難者に対し、一斉帰宅の抑制、一時滞在

施設の確保、安否確認や情報提供のための体制整備、帰宅支援など、

総合的な帰宅困難者対策を推進すること。 
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限定しているが、この要件を緩和し、全ての駅周辺を事業対象区域とする

こと。 

（２）「帰宅支援」について、要配慮者の特別搬送に関するマニュアルの策定や

鉄道運行の早期復旧を図れる体制づくりなどオペレーションに係る検討を

進めること。 
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６ 首都直下地震等への備え 

首都直下地震対策の具体的な推進 

（提案要求先 内閣官房・内閣府・国土交通省） 
（都所管局 総務局・政策企画局） 

 

＜現状・課題＞ 

 平成２５年１１月、首都直下地震が発生した場合において首都中枢機能の維持

を図るとともに、首都直下地震による災害から国民の生命、身体及び財産を保護

することを目的として、首都直下地震対策特別措置法（平成２５年法律第８８号）

が制定され、同年１２月に施行された。平成２６年３月には、同法に基づく緊急

対策区域・首都中枢機能維持基盤整備等地区が指定され、前者には東京都の全区

市町村が、後者には東京都千代田区、中央区、港区及び新宿区が含まれることと

なった。 

また、同じく３月には、同法に基づく首都直下地震緊急対策推進基本計画（以

下「基本計画」という。）が閣議決定された。平成２７年３月には、今後１０年間

で達成すべき減災目標を設定するとともに、当該目標を達成するための施策につ

いて具体目標等を定めることを内容とする基本計画の変更がなされた。この変更

に伴い、具体的な目標と、目標達成に係る所管省庁が明確となったが、依然とし

て当該目標達成に向けて事業を具体的に実施する主体が明確になっていない。さ

らに、この法では、緊急対策区域に指定された区市町村を含む都県は地方緊急対

策実施計画（以下「地方計画」という。）を作成することができるとされているが、

現時点では地方計画等に位置付けられた首都直下地震対策に対する国の具体的な

財政上の措置等は図られていない。 

平成２８年熊本地震、平成３０年の大阪府北部を震源とする地震や北海道胆振

東部地震といった相次ぐ大地震の発生により、避難所等の防災拠点となる施設の

耐震化、円滑な物資輸送及びり災証明書の発行など、防災対策の実効性を高める

上での課題が改めて明らかになった。首都直下地震に関しても、これらの課題解

決に向けた具体的な取組が求められている。 

また、首都機能のバックアップに関しては、基本計画に基づき作成された政府

業務継続計画においては、被害想定を上回る事態を想定し、同計画で定められて

いる代替拠点以外の代替拠点への移転に関して、さいたま新都心等の東京圏内の

地区のほか、東京圏外も含め代替拠点となり得る地域を対象に、既存の庁舎、設

備及び資機材の活用等に係る具体的なオペレーションについて検討していくこと

としている。 

首都直下地震等の災害から住民の生命と財産を守るとともに、首

都機能への打撃を最小限にとどめるため、財政上の措置を実施する

など、首都直下地震対策を具体的に推進すること。 
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しかし、発災時に可能な限り速やかに機能する体制を構築するためには、でき

得る限り、物理的・時間的にも近接で確実な立ち上げが可能なさいたま新都心な

ど首都圏内の拠点を活用すべきである。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）首都直下地震をはじめとする災害から首都圏３，５００万住民の生命と財

産を守るとともに、国の政治経済の中枢機能への打撃を最小限にとどめるた

め、基本計画において「政府が講ずべき措置」として掲げられている対策に

限らず、国が責任を持って防災力の更なる強化のための施策を着実に実施し

ていくこと。 

（２）首都直下地震対策特別措置法で定められている地方計画、首都中枢機能維

持基盤等整備計画、特定緊急対策事業推進計画などの中に位置付けられた、

都をはじめ地方自治体が進める首都直下地震対策に対して、具体的な財政上

の措置等を実施すること。 

（３）さいたま新都心を緊急災害対策本部の代替拠点として位置付けることをは

じめ、首都圏を構成する九都県市の集積を生かした、迅速かつ確実に機能し

得る首都機能のバックアップ体制の充実・強化を早急に進めること。 
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【協議事項】 

施策 11 都市インフラ機能の維持・保全 

 

＜国への提案要求内容＞ 

道路施設の予防保全型管理 

（提案要求先 国土交通省） 

（都所管局 建設局） 

 

＜現状・課題＞ 

 橋 梁
りょう

、トンネルの多くは、高度経済成長期に集中して建設されたため、高齢化

が進み、一斉に更新時期を迎えている。 

 このため、橋 梁
りょう

の長寿命化修繕計画、及びトンネルの予防保全計画に基づく対

策を実施することにより、これまでの対症療法型管理から予防保全型管理へ転換

し、更新時期の平準化と総事業費の縮減を図るとともに、道路網の安全・安心を

確保することにより、将来世代にこれらの社会資本を良好な状態で継承していく

必要がある。 

 都は、平成２１年３月に「橋 梁
りょう

の管理に関する中長期計画」、平成２７年１１

月に「トンネル予防保全計画」を策定し予防保全型管理の取組を推進しており、

今後、他の道路施設においても、予防保全型管理を導入していく予定である。 

また、区市町村においても、橋 梁
りょう

等の長寿命化修繕計画の策定を進めており、

今後、計画に基づく事業を実施していく予定である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）道路施設の予防保全型管理を推進していくため、長寿命化修繕計画に基づ

く対策を実施するために必要な財源を確保し、東京に必要額を確実に配分す

ること。 

（２）区市町村において、橋 梁
りょう

等の長寿命化修繕計画の策定に必要な財源及び同

計画に基づく対策を実施するために、必要な財源を確保し、東京に必要額を

確実に配分すること。 

１ 道路・橋 梁
りょう

事業の推進 

橋 梁
りょう

やトンネル等の予防保全計画を策定し、これに基づく対策を

着実に実施することにより、既設施設を将来世代に良好な状態で継

承していくために必要な財源を確保し、東京に必要額を確実に配分

すること。 
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２ 下水道事業に対する交付制度の拡充 

１ 下水道施設の老朽化対策に係る財源の確保 

（提案要求先 国土交通省）      

（都所管局 下水道局） 

 

＜現状・課題＞ 

東京都区部の下水道は、法定耐用年数５０年を超えた管きょの延長が既に約

２,３００ｋｍに達しており、今後、高度経済成長期以降に整備した膨大な量の下

水道施設が一斉に耐用年数を迎える。再構築未実施の場合、今後２０年間で約１

０,１００ｋｍに増加していくことから、施設の老朽化対策を計画的に実施してい

く必要がある。また、多摩の流域下水道についても、施設の老朽化が進行中であ

る。 

下水道施設は、住民の安全を守り、安心で快適な生活を支えるために不可欠な

都市インフラであり、老朽化対策は、浸水対策や震災対策等と同様に、大都市共

通の課題となっている。 

一方、平成２９年度の国の財政制度等審議会では、受益者負担の観点から、下

水道使用料の算定にあたり将来の施設更新に必要な費用を適切に原価に含めるべ

きとの指摘とともに、交付金については、平成３０年度予算から未普及の解消及

び雨水対策に重点化していくべきとの建議がなされ、令和２年度に至るまで、こ

の重点化の方針に変更はない。 

また、国は「防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策」に基づき、重

要インフラの緊急対策を平成３０年度から令和２年度までに集中的に実施するこ

ととしているが、下水道事業の対象は浸水対策等に限定されている。 

下水道は、公衆衛生を確保するとともに、公共用水域の水質を保全するなど、

公共的役割が極めて大きい事業であり、昨今の新型コロナウイルスの感染拡大を

背景として、改めて公衆衛生を確保する下水道の重要性が浮き彫りとなった。 

また、公共用水域の水質保全に関する水質汚濁防止法では、国の責務として、

地方公共団体が行う生活排水対策に係る施策を推進するために必要な技術上及び

財政上の援助に努めなければならないと明記されている。 

さらに、下水道法では、施設の設置に加えて改築も国庫補助の対象としており、

地方財政法では、国は重要な都市計画事業に要する経費を負担すると規定され、

都市計画事業である下水道事業への経費負担は、国が義務的に支出する負担金と

して整理されている。 

東京は、重要かつ高度な機能が集積する首都として、我が国の発展、国際社会

における競争力の向上に重要な役割を担っており、その都市インフラとしての下

水道サービスの安定的な提供は、国全体に受益が及ぶことから、国が果たす役割

は大きい。 

以上のことから、国は下水道が持つ公共的役割に対する責務を有しており、こ

下水道事業を継続的かつ計画的に遂行するために、下水道施設の

老朽化対策に係る財源を確保し、必要額を確実に配分すること。 
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れは老朽化対策を行う上でも変わるものではない。 

 

＜具体的要求内容＞ 

下水道サービスの継続的かつ安定的な提供のためには、国の責務としての国費

負担が不可欠である。 

今後も、下水道事業を継続的かつ計画的に遂行するために、下水道施設の老朽

化対策に係る財源を確保し、必要額を確実に配分すること。 

 

 

 

２ 管きょの老朽化対策への支援 

 （提案要求先 国土交通省）      

（都所管局 下水道局） 

 

＜現状・課題＞ 

 東京都区部の下水道は、平成６年度末に普及概成し、以降、下水道の主要事業

は普及促進から老朽化対策を主体とした改築・更新に転換してきた。現在、都は、

下水道を整備してから５０年以上が経過した都心部において、再構築を重点的に

行う第一期再構築エリアとして事業を進めている。 

再構築を着実に実施してきた結果、道路陥没は減少しているが、第一期再構築

エリアの事業進捗率は令和元年度末で５８パーセントにとどまっている。整備後

５０年を経過した管きょは既に約２,３００ｋｍに達し、再構築未実施の場合、今

後２０年間で約１０,１００ｋｍに増加していく。 

現在、国の採択で交付対象として認められている主要な管きょの範囲は、下水

道法施行令第２４条の２第２項で、主に大都市では口径３，５００ｍｍ以上とな

っており、老朽化対策への財政支援が不足している。 

また、口径にかかわらず整備から５０年を経過した管きょを交付対象としてい

た「下水道老朽管の緊急改築推進事業」は、平成２９年度末で終了した。 

さらに、令和３年度からは、管きょの改築に係る補助対象の範囲の見直しが予

定されている。 

首都機能を確保していくとともに、都民が安心して利用できる下水道サービス

を提供するためには、今後も計画的に老朽化対策を進めていく必要があり、国の

財政支援等が不可欠である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

今後、老朽化した下水道管きょが急速に増大する状況においても、首都機能を

確保し都民の安全・安心で快適な生活が確保されるよう、恒久的な制度として、

口径にかかわらず、腐食や老朽化による損傷が著しい下水道管の老朽化対策を面

的に実施できる新たな交付金制度の創設を行い、下水道管きょの老朽化対策を支

援すること。 

管きょの老朽化対策を支援する恒久的な制度として、老朽化対策

に係る新たな交付金制度を創設すること。 
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項目５  

国際金融都市・東京の実現、 

外国人受入環境の改善 

  



【協議事項】 

施策 12 金融系企業参入促進にかかる各種支援・ 

規制緩和 

 

＜国への提案要求内容＞ 

（提案要求先 内閣府・金融庁・法務省・財務省・厚生労働省） 

 （都所管局 戦略政策情報推進本部・財務局） 

 

＜現状・課題＞ 

都では、平成２９年１１月に「「国際金融都市・東京」構想～「東京版金融ビ

ッグバン」の実現へ～」を策定し、現在は構想に掲げる施策の具体化をスピード

感を持って推進している。 

東京が世界に冠たる国際金融・経済都市として輝くためには、都のみならず国、

官民連携金融プロモーション組織である「FinCity.Tokyo」、民間の関係事業者が

一体となってこうした施策に取り組むことが不可欠であり、国の対応が期待され

る税制見直しや規制緩和などについて、以下の項目を要望する。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）金融系外国人材等が安心して活躍できる生活環境を整備するため、 

① 高度金融人材等のニーズにかなった家事使用人利用の促進を図るため、

特区による高度人材の家事使用人や親の帯同要件の更なる規制緩和を実現

すること。 

② 外国人の都内生活の利便性向上等の観点から、ペイロールカード口座へ

の賃金支払を可能とする労働基準法上の措置を実現すること。 

（２）ビジネス環境が充実したポテンシャルの高い都心の国有地など、産業の活

性化に資する拠点等となる場を確保すること。 

国際金融・経済都市の実現 

 東京が世界に冠たる国際金融都市として輝くための都の抜本的な

取組を支援し、東京に必要な資源を集中的に投入すること。 
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【協議事項】 

施策 13 外国人の受入環境の整備促進、バリアフリー 

化の推進 

 

＜国への提案要求内容＞ 

１ 外国人旅行者の受入環境整備の拡充 

（提案要求先 観光庁） 

（都所管局 産業労働局） 

 

＜現状・課題＞ 

現在、新型コロナウイルス感染症が世界中に広がっており、観光産業に大きな

影響を及ぼしている中、都は収束後のインバウンド需要の回復に向けた取組の準

備を進めているところである。また、東京 2020 オリンピック・パラリンピック競

技大会の開催時には様々な国・地域から旅行者が訪れることが予想される。外国

人旅行者の滞在時の満足度を高め、再来訪や更なる誘致を推進する上で、外国人

旅行者に対する受入環境の整備が一層重要となっている。 

国は、「観光立国推進基本計画」において政府が総合的かつ計画的に講ずべき

施策を定め、「観光ビジョン実現プログラム 2020」に基づき、すべての旅行者が

ストレスなく快適に観光を満喫できる環境整備等の取組を進めているが、外国人

旅行者の利便性及び満足度の向上に向け、受入環境整備の促進、支援を更に積極

的に図っていくことが必要である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

外国人旅行者が多く集まる観光地等において、外国人の誰もが利用しやすい無

料の公衆無線ＬＡＮや多言語で観光情報を提供するツールとしてのデジタルサイ

ネージの整備が図られるよう、国自らがその導入を進めるとともに、都が提供す

る無料Wi-Fiサービスとの連携を図ること。また、東京2020大会の開催を見据え、

各地域に対しての重点的な支援を行うこと。 

１ 外国人の受入環境の整備促進 

外国人旅行者が利用しやすい無料の公衆無線ＬＡＮ等の整備を推

進すること。 
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２ 中小・小規模事業者のキャッシュレス化の推進 

 （提案要求先 財務省・経済産業省・観光庁） 

 （都所管局 産業労働局） 

 

＜現状・課題＞ 

我が国は、少子高齢化や人口減少に伴う労働者人口減少の時代を迎え、生産性

向上は喫緊の課題である。キャッシュレス化の推進は、毎年増加する訪都外国人

の利便性向上、インバウンド消費の拡大、ひいては都内経済の活性化に寄与する

一方、企業の観点からは、キャッシュレス化によるレジや現金管理・集計業務の

短縮などの業務効率化、購買データの利活用による売上増加など、人手不足への

対応や生産性の向上が期待される。 

こうした中、国は、令和元年１０月１日の消費税率引上げに伴い、需要平準化

対策として、キャッシュレス対応による生産性向上や消費者の利便性向上の観点

も含め、令和２年６月３０日まで、中小・小規模事業者によるキャッシュレス手

段を使ったポイント還元・割引等の支援（「キャッシュレス・消費者還元事業」）

を実施した。 

中小・小規模事業者が円滑にキャッシュレス化を図れるよう「キャッシュレス

・消費者還元事業」を復活するとともに、中小・小規模事業者への普及啓発の強

化が必要である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）中小・小規模事業者が円滑にキャッシュレス化を図れるよう「キャッシュ

レス・消費者還元事業」を復活すること。 

（２）中小・小規模事業者が円滑にキャッシュレス化を図れるようセミナーや導

入機器のアドバイスを行うなど、普及啓発を強化すること。 

（３）キャッシュレス化の一層の推進が図られるよう観光関連の業界団体に対し

働きかけること。 

「キャッシュレス・消費者還元事業」を復活するとともに、中小

・小規模事業者へ普及啓発の強化を図ること。 

- 42 -



 

２ 東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技 

  大会開催への全面的支援 

（提案要求先 総務省） 

（都所管局 ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ準備局） 

 

＜現状・課題＞ 

これまで東京 2020 大会の開催に向け、競技会場等の整備や仮設工事等を着実

に進め、気運醸成やテストイベントを通じた大会運営の確認、ボランティア研

修の実施などハード・ソフトの両面において大会準備の総仕上げとして２０２

０年夏の開催を目指して全力を尽くしてきた。 

一方、新型コロナウイルス感染症の感染の拡大により、令和２年３月２４日

に、東京 2020 大会について、おおむね１年を軸として遅くとも２０２１年の夏

までに開催することとなった。その後、令和２年３月３０日には２０２１年７

月２３日に東京 2020 オリンピック、同年８月２４日に東京 2020 パラリンピッ

クを開幕とする新日程が、ＩＯＣ、ＩＰＣ、組織委員会、東京都、国の間で合

意された。また、令和２年４月１６日には、組織委員会とＩＯＣが、大会延期

に伴う今後の準備の枠組みについて合意し、その中では、サービスレベルの水

準を最適化・合理化する施策を検討するとともに、延期によるコスト削減を図

るものとされ、ＩＯＣと国・都・組織委員会の日本側は共同で、延期のもたら

す影響について、引き続き評価と議論を行うこととしている。さらに、同年６

月１０日に開催されたＩＯＣ理事会では、新型コロナウイルス感染症の影響等

を踏まえた大会の位置付けにおいて、２０２１年の開催に向けた方針として、

安全・安心な環境を提供することを最優先課題とすること、延期に伴う費用を

最小化し、都民・国民から理解と共感を得られるものにすること、大会を簡素

（シンプル）なものとすることの３点の基本原則のもとに準備を進めていくこ

とが確認されている。こうしたことを踏まえ、ＩＯＣと大会の簡素化に向けた

見直しを行い、令和２年９月２５日に、これまでの成果についてＩＯＣと合意

し、同年１０月７日のＩＯＣ理事会において、その削減効果が報告され、引き

続き、見直しを行うこととなっている。また、大会における新型コロナウイル

ス感染症対策については、令和２年９月４日に、国・都・組織委員会など関係

者による「新型コロナウイルス感染症対策調整会議」が開催され、出入国をは

じめとする水際対策、競技会場・選手村における感染防止対策、検査・治療・

療養体制など幅広く議論し、安全・安心な大会の開催に向けて、準備を進めて

いる。こうした中、延期となった大会を成功させるためには、国の果たす役割

が極めて重要であり、国を挙げた積極的な対応が必要である。 

東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会（以下「東京 2020

大会」という。）開催に向け、国を挙げて全面的に支援すること。 
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国が平成２７年１１月に閣議決定した「2020 年東京オリンピック競技大会・

東京パラリンピック競技大会の準備及び運営に関する施策の推進を図るための

基本方針」では、「大会組織委員会、東京都及び競技会場が所在する地方公共団

体と密接な連携を図り、オールジャパンでの取組を推進するため、必要な措置

を講ずる。」こととされている。 

 また、平成２９年５月３１日には、国、都、組織委員会、競技会場が所在す

る自治体の四者で、東京 2020 大会の役割分担及び経費分担に関し、基本的な方

向について合意した。合意では「オールジャパンでの取組を推進するために必

要な協力・支援を行う」とされており、ここには必要な地方の財源確保も含ま

れている。 

選手や観客をはじめ、全ての人々にとって、安全安心な大会の開催を実現す

るとともに、昨年開催されたラグビーワールドカップ2019 TMで得られた成果を、

東京 2020 大会の成功につなげ、更に大会成功の効果を全国に波及させていくた

めにも、国を挙げて開催準備に取り組むことが不可欠であり、これまで以上に

役割と責任を果たしていくことが求められている。 

 

＜具体的要求内容＞ 

ＡＩによる多言語音声翻訳技術の開発及び利用促進を図ること。 
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１ ホームドア等の整備促進 

（提案要求先 国土交通省） 

（都所管局 都市整備局） 

 

＜現状・課題＞ 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防ぐことを目的として、外出自粛要請

が出されたことにより、鉄道事業者の運賃収入が大きく減少することが見込まれ

ている。そのような状況においても、鉄道利用者のホームからの転落等による人

身障害事故を防止し、利用者や鉄道輸送の安全性を確保するため、ホームドア整

備を加速させる必要がある。 

ホームドアの整備に当たっては、車両扉の位置の異なる列車への対応やホーム

幅の縮小、停車時間の増大による輸送力の低下、更には膨大な投資費用などの課

題があり、整備は進んでいない現状にある。 

 国は鉄道事業者のホームドア整備を促進するため、１０万人以上の駅を優先し

て設置費用に対する補助を実施しているが、都では整備を更に加速させるため、

「鉄道駅バリアフリーに関する優先整備の考え方」を公表し、１０万人未満の駅

にも補助対象を拡大したところである。今後、都では、鉄道事業者のホームドア

整備を一層促進していく。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）安全対策に資するホームドア等の整備については、外出抑制による大幅減

収が見込まれる中にあっても、計画どおりに実施することはもとより、更に

加速させるため、鉄道事業者の積極的な取組を促すとともに、１０万人未満

の駅を含め整備に必要な財源を確保すること。 

（２）異なる扉位置の車両への対応やコスト縮減を図るための技術開発の支援等

を行うこと。 

 

３ 鉄道駅のバリアフリー化の推進 

（１）ホームドア等の整備を更に加速させるために必要な財源を確

保すること。 

（２）ホームドア等の整備を促進するため、コスト縮減を図るため

の技術開発の支援等を行うこと。 
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２ エレベーター等の整備促進 
（提案要求先 国土交通省） 

（都所管局 都市整備局） 

 

＜現状・課題＞ 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防ぐことを目的として、外出自粛要請

が出されたことにより、鉄道事業者の運賃収入が大きく減少することが見込まれ

る。そのような状況においても、高齢者や障害者等をはじめ、鉄道駅を利用する

全ての人の円滑な移動環境を確保するため、エレベーター等の設置を促進する必

要がある。 

これまでに、都内の約９割の駅でホームから出入口まで段差なく移動できる経

路が１ルート確保されているが、複数の出入口が離れた位置にある駅や乗換えに

段差のある移動を伴う駅等においてエレベーターの設置を加速させ、駅における

利用者の移動環境を更に高めていく必要がある。 

都では、駅利用者の移動等の円滑化を促進するため、駅におけるエレベーター

等の設置費用に対する補助を実施しているが、複数の出入口へのルートや乗換ル

ートのバリアフリー化を更に加速させるため、「鉄道駅バリアフリーに関する優

先整備の考え方」を公表し、複数の出入口へのルートや乗換ルートのバリアフリ

ー化への補助を拡大したところである。今後、都では、鉄道事業者のエレベータ

ー等の設置を一層促進していく。 

 

＜具体的要求内容＞ 

１ルート未整備駅の解消や、最短経路を考慮したルートの複数化や乗換ルート

のバリアフリー化に向けたエレベーター等のバリアフリー施設の整備について

は、外出抑制による大幅減収が見込まれる中においても、計画どおりに実施する

ことはもとより、更に加速させるため、事業者の積極的な取組を促すとともに、

都がバリアフリー化を促進する駅の整備に必要な財源を確保すること。 

 

鉄道駅におけるエレベーター等のバリアフリー施設の整備を更に

加速させるために必要な財源を確保すること。 



 

【協議事項】 

施策 14 国立公園の活用 

 

＜国への提案要求内容＞ 

（提案要求先 環境省） 

（都所管局  環境局） 

 

＜現状・課題＞ 

都心部に近接する東京の国立公園は、国内外から年間約１，７００万人の観光

客が来訪しているが、その魅力や自然の豊かさについての認知度は高くなく、ア

クセスや利用のための施設も限られているなど、ポテンシャルが十分に引き出さ

れているとはいえない。 

一方、国は観光振興について、国立公園のナショナルパークとしてのブランド

化を目指す「公園満喫プロジェクト」を推進しており、この中で阿寒摩周国立公

園など、先行して対象となった全国８か所の国立公園において重点的な投資を行

っているが、８公園に準じる公園として追加で対象となった富士箱根伊豆国立公

園も含め、東京の国立公園への対応はいまだ十分ではない。 

国立公園事業については、平成１７年度にそれまで都道府県に措置されてきた

補助金制度が廃止され、国が直轄事業として執行することとなったが、その対象

事業は限定的なものとなった。 

さらに、国が行うとした事業の進捗も、極めて不十分であるため、現在、国立

公園施設の老朽化が進行している。 

一方、都が事業を実施するに当たっては、国立公園整備事業等を対象に平成２

７年度に自然環境整備交付金が、平成２９年度に環境保全施設整備交付金がそれ

ぞれ整備されたが、いずれも国の予算は十分なものと言えず、必ずしも継続的な

措置とは言えない状況である。 

ついては、各地域の実情やニーズ、あるいは利用の状況等に応じて、国立公園

国立公園の活用 

（１）東京にある３つの国立公園について、ナショナルパークとして

のブランド化を進め、世界の旅行者が長期滞在したいと望む地と

すべく、アクセス改善を含む積極的な観光振興を図ること。 

（２）国立公園事業等、本来国が実施すべき事業については、国が着

実に実施するとともに、対象を拡大すること。やむを得ず都が行

う場合には、それに見合う財源を措置すること。 
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を適正に活用していくために、次の取組を早急に進めることが必要である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）東京にある３つの国立公園について、ナショナルパークとしてのブランド

化を進めるため、「国立公園満喫プロジェクト」等により計画的・集中的な

投資を行うこと。  

また、国立公園内のアクセスや回遊性を向上させる歩道整備、エコツーリ

ズム推進のための人材育成等、地域の観光振興のために都や地元自治体が行

うハード・ソフト対策について支援策を講じること。 

その際、国立公園の豊かな自然環境の次世代への確実な継承を念頭におき、

保護と利用のバランスを十分に図ること。 

（２）国立公園の事業は、自然公園法上、国が執行することが原則であることか

ら、これらについて、着実に行うとともに、事業の対象を拡大すること。 

さらに、東京都域の利用施設整備に係る国立公園事業について、国による

執行が一部に限られ不十分なこともあり、これまで東京都が担ってきた経緯

がある。こうした現状に鑑み、やむを得ず都が行う場合には、必要な財源を

措置するとともに、執行のための協議を一括で行うなど、迅速に事業が行え

るよう制度の運用を図ること。 

また、国立公園整備事業を対象にした地方自治体に対する自然環境整備交

付金及び環境保全施設整備交付金については、十分な予算措置を図り、継続

的な支援を行うこと。 
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項目６  

戦略的な特区制度の活用 

  



【協議事項】 

施策 15 経済発展と社会的課題の解決を両立して 

いく新たな社会の実現 

 

＜国への提案要求内容＞ 

（提案要求先 総務省・内閣府） 

 （都所管局 戦略政策情報推進本部） 

 

＜現状・課題＞ 

都は、国や関係する民間企業、大学などの学術機関、NPO、都内の区市町村や周

辺自治体等との連携の下、都庁自身の持つデータに加えて、都内区市町村、関係

機関、民間企業等から得た公共データや民間データなどをオープン API で呼び出

し連携する、官民が連携したデータプラットフォームを構築していく。 

地方自治体がデータプラットフォームを構築し、関連するスマートサービスの

実施を支援するには、個人情報等データのガバナンスに配慮し、適切な情報の取

扱いとデータの利活用促進を両立させ、地域住民の同意を得ながら取組を進める

ことが重要である。また、分野間・都市間で横断して持続的に活用できるプラッ

トフォームとするために、国のデータ収集に係る基盤整備の動向等を注視しなが

ら、構築を進めていく必要がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

安全・安心にデータが利活用される社会を、個人情報保護とデータ活用を両立

しつつ実現することを目的とした、官民連携データプラットフォームの構築及び

関連するスマートサービスの推進を図る都の先駆的な取組を支援すること。 

「スマート東京」実現に向けた次世代通信ネット 

ワークの早期構築等 

 安全・安心にデータが利活用される社会を、個人情報保護とデー

タ活用を両立しつつ実現することを目的とした、官民連携データプ

ラットフォームの構築及び関連するスマートサービスの推進を図る

都の先駆的な取組を支援すること。 
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項目７  

女性・障害者の活躍促進 



【協議事項】 

施策 16 働きながら子育て、介護しやすい環境の 

整備推進 

 

＜国への提案要求内容＞ 

１ 子供・子育て支援における施策の充実 

（提案要求先 厚生労働省） 

（都所管局 福祉保健局・産業労働局） 

 

＜現状・課題＞ 

 育児・介護休業法等の改正により、平成２９年１０月から、原則１歳までの育

児休業期間について、６か月の延長が２回まで（２歳まで）可能となり、それに

合わせ育児休業給付金の支給期間も延長された。 

 しかし、延長が認められるのは、保育所等の利用を希望しているが入所できな

い等の事情がある場合に限られており、その結果、例えば、保育所入所保留通知

書を求めて入所申込みをするケースなども見受けられる。 

 今般、新型コロナウイルス感染症の影響により、区市町村から登園を控える旨

要請がなされ育児休業を延長した保護者について、認可保育所の内定を受けてい

る場合には暫定的に育児休業給付金が支払われることとなったが、認証保育所の

利用のみを希望していた場合には育児休業給付金の給付対象となっていない。 

 育児休業給付金の給付率は育児休業開始から６か月間は６７パーセント、その

後は５０パーセントとされており、家計収入が減となるといった理由から、育児

休業を切り上げざるを得ない場合がある。 

 事業主は従業員が育児休業の取得を申し出た場合、原則、認めなければならな

いが、事業主が不当な取扱いをした場合の罰則等は設けられていない。また、事

業主の努力義務となっている職場内の制度周知も十分に図られていない。 

 働きながら子育てしやすい環境づくりを進めるためには、保育施策の充実だけ

ではなく、育児休業制度の見直しも必要である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

 育児休業を希望する子育て家庭が安心して制度を利用できるよう、以下の点に

ついて関係法令の改正等、必要な措置を講じること。 

１ 少子社会対策の推進 

働きながら子育てしやすい環境づくりを進めるため、育児休業制

度について、期間延長の条件撤廃や給付金の給付率引き上げ、事業

主による制度実施の徹底など制度改革を行うこと。 
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（１）保育所等に入所できない場合等、育児休業期間延長の条件を撤廃すること。 

（２）今般の新型コロナウイルス感染症に係る育児休業給付金の暫定的取扱いに

ついては、都の認証保育所等、地方が独自に実施する保育サービスにおいて

も認可保育所と同様に取り扱うよう、速やかに対応すること。 

（３）育児休業給付金について、現行の給付率を更に引き上げること。 

（４）希望する従業員に育児休業を取得させない等の事業主に対しては企業名の

公表や罰則を設ける等、制度実施を徹底するための方策を講じること。 

   また、事業主が非正規労働者を含む全ての従業員に対し、育児休業制度の

周知を行うことを義務化すること。 

 

 

２ 企業が取り組む次世代育成支援の推進 

（提案要求先 厚生労働省）       

（都所管局 産業労働局）  

 

＜現状・課題＞ 

 急速な少子化の進行は、我が国の社会経済活動においても深刻な影響を与える

ものであることから、企業における労働環境の整備や子育てと仕事を両立するた

めの方策を推進していく必要がある。 

改正育児・介護休業法により、平成２９年１０月から、原則１歳までである育

児休業を６か月延長しても保育所に入れない場合等に限り、更に６か月（２歳ま

で）の再延長が可能となった。また、事業主に対し、小学校就学の始期に達する

までの子を養育する労働者が、育児に関する目的で利用できる休暇制度（育児目

的休暇等）の措置を設けることが努力義務となったが、これらが職場で活用され

るには、事業主への周知啓発を強化する必要がある。さらに、改正法では、安心

して育児と仕事の両立が図れるよう、いわゆるマタハラ・パタハラ等を防止する

ための措置が義務化されているが、こうした内容についても周知徹底を図るとと

もに、措置を行わない事業者に対しては適切に指導監督を行う必要がある。 

一方、従業員の育児休業取得の状況をみると、女性の育児休業取得率は８割を

超えている（83.0％）が、男性の育休取得は 7.48％（令和元年度雇用均等基本調

査）と進んでいない。 

男性の育児休業取得の促進に向けては、社会の気運醸成や支援制度の整備のほ

か、社内の意識改革や職場の風土づくりなど企業の取組を進めていく必要がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

中小企業が、育児・介護休業法の改正を踏まえ、育児休業期間の延長（１歳⇒

２歳）を確実に行うとともに、育児目的休暇の導入など自主的な取組を進められ

るよう、助成金の拡充など両立支援制度の導入と定着に向けた施策を充実するこ

と。 

中小企業が、改正育児・介護休業法を踏まえ、育児休業期間の延

長を確実に行うとともに、自主的な取組を進められるよう、両立支

援制度の導入と定着に向けた施策を充実すること。 
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２ ライフ・ワーク・バランスの推進 

１ 働き方改革の推進 

（提案要求先 厚生労働省） 

（都所管局 産業労働局） 

 

＜現状・課題＞ 

 残業時間の上限規制や年次有給休暇の付与義務などを定めた働き方改革関連法

が、2019 年４月から順次施行され、2020 年 4 月からは中小企業に残業時間の上限

規制が適用されている。また、2023 年 4 月には中小企業における割増賃金率の猶

予が廃止される。こうした中、経営基盤が脆弱である中小企業が、法を踏まえ適

切に労働時間の短縮などを進めていくには、個々の実情に応じた対応を図れるよ

う支援を行うとともに、業務効率化などの生産性向上に向けた支援も必要である。 

「仕事と生活の調和推進のための行動指針」は、「仕事と生活の調和（ワーク

・ライフ・バランス）憲章」で示す「仕事と生活の調和が実現した社会」を実現

するため、週６０時間以上働く雇用者の割合や年次有給休暇の取得率、男性の育

児休業取得率など、２０２０年に達成すべき数値目標を設定している。 

このため、仕事と生活の調和の実現（ワーク・ライフ・バランス、都ではライ

フ・ワーク・バランスとして推進）に向けて、新たな目標を設定し、更なる取組

を推進していくことが重要である。 

一方、中小企業の働き方改革については、取引先からの短納期の発注や納期の

短縮など取引慣行が阻害となっていることから、こうした長時間労働につながる

商慣行の是正も必要である。 

 

＜具体的要求内容＞ 

中小企業が働き方改革関連法を踏まえ、実情に応じた対応を図ることができる

よう、改正法の周知啓発とともに、働き方改革支援センターでの支援や助成金の

拡充など具体的な施策を充実すること。また、働き方改革に取り組む企業に対し

て、生産性向上に関する支援策を併せて実施すること。 

 

 

 

中小企業が働き方改革関連法を踏まえ、実情に応じた対応を図る

ことができるよう、働き方改革推進支援センターでの支援や助成金

の拡充など具体的な施策を充実すること。また、「働き方改革」に

取り組む企業に対して、生産性向上に関する支援策を併せて実施す

ること。 
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２ テレワークの推進 

（提案要求先 内閣府・総務省・厚生労働省・経済産業省・国土交通省）       

  （都所管局 産業労働局）   

 

＜現状・課題＞ 

テレワークは、情報通信技術を活用し時間や場所にとらわれない柔軟な働き方

を可能とするものであり、労働者のライフ・ワーク・バランスの向上による働き

方改革の促進や、企業にとっても、生産性の向上や多様な人材の確保、災害時の

事業継続対策などに有効である。 

都では、これまで東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会における

交通需要マネジメント（ＴＤＭ）、テレワーク、「時差Ｂｉｚ」を一体的に推進

する「スムーズビズ」の推進や、感染症の拡大防止に向けた緊急対策などに取り

組み、都内企業（従業員 30 人以上）のテレワーク導入率は約６割に達し、利用す

る社員の割合も大幅に増加するなど、テレワークは急速に拡大している。 

この勢いを止めることなく、新型コロナウイルス感染症防止と経済社会活動の

両立を図りながら、「新しい日常」が定着した社会の実現に向け、更なる導入の

促進と定着に向けた取組を強化していく必要がある。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）デジタルトランスフォーメーションによる社会構造変革を見据え、テレワ

ークを企業に根付かせるためのルールづくりを官民一体で進めること。 

（２）中小企業をはじめ、企業のテレワーク機器・設備等の導入や定着を促進す

るための支援策を拡充すること。 

（３）自宅だけでなく身近な地域で時間や場所にとらわれずに働けるテレワーク

の実施環境の整備を促進するため、民間企業や自治体等によるサテライトオ

フィス設置に対する支援を行うこと。 

（４）テレワーク勤務の運用においては、非正規雇用の従業員も正規雇用の従業

員と同様にテレワークを活用できるよう、企業に対し指導を行うこと。 

（５）労働時間の管理やコミュニケーションの確保、通信環境の整備など、テレ

ワークの導入・運用上の課題を抱える企業に対して、課題解決に向けたサポ

ートを行うこと。 

デジタルトランスフォーメーションによる社会構造変革を見据

え、テレワークの促進と定着に向けて、テレワークを社会に根付か

せるためのルールづくりを進めるとともに、企業への導入支援や民

間企業・自治体等が行うサテライトオフィス整備に対する支援を行

うこと。 
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【協議事項】  

施策 17 障害者の法定雇用率引き上げに伴う企業

への支援 

 

＜国への提案要求内容＞ 

（提案要求先 厚生労働省） 

               （都所管局 産業労働局） 

 

＜現状・課題＞ 

都における令和元年６月１日現在の民間企業の障害者の実雇用率は、２．００

パーセントと過去最高を更新し、雇用障害者数も過去最高となっている。 

しかし、依然として法定雇用率２．２パーセントを下回っており、大企業の障

害者雇用は進展しているものの中小企業の障害者雇用は進んでいないなど、更な

る雇用促進の取組が必要である。 

障害者の雇用においては、雇用されても早期に離職する例が多く、職場定着の

支援が重要となっている。さらに、難病を抱える方の就職支援や雇用継続の支援

も課題となっている。 

一方、障害者の雇用は有期雇用契約が多く、賃金も最低賃金といった場合も多

い。このため、安定的な雇用、処遇改善や将来を見据えたキャリア形成の支援な

ど、障害者が希望とやりがいをもって働ける環境整備が必要である。 

また、このような環境整備のためにも、改正障害者雇用促進法に基づく「障害

者差別禁止指針」及び「合理的配慮指針」の周知徹底などの普及啓発が重要であ

る。 

加えて、今後民間企業の法定雇用率が２．３パーセントへ引き上げられること

に伴い、雇用義務の対象となる中小企業の範囲が広がることを見据えて、中小企

業をはじめ企業に対する更なる支援策が必要である。 

さらに、企業がより一層の障害者雇用を進めていくためには、週２０時間未満

の障害者の雇用に対する支援策が必要となる。 

 障害者の就業支援策の一層の充実 

（１）民間企業の法定雇用率２．３パーセントへの引き上げを見据

えて、企業に対する周知徹底や事業主に対する一層の支援策を

講ずること。 

（２）週所定労働時間２０時間未満の障害者の雇用に対する支援策

を講ずること。 
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＜具体的要求内容＞ 

（１）今後、民間企業の法定雇用率が２．３パーセントへ引き上げられることも

見据えて、精神障害者の雇用を含めた中小企業への理解促進や事業主に対す

る支援策を講ずること。 

（２）中小企業に対し、週所定労働時間２０時間未満の障害者の雇用に関する理

解促進、受入体制づくり等必要な支援を実施すること。 
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項目８  

少子・高齢社会への備え 



【協議事項】 

施策 18 大都市特有の保育ニーズへの対応に向けた 

取組の推進 

 

＜国への提案要求内容＞ 

子供・子育て支援における施策の充実 

（提案要求先 厚生労働省） 

（都所管局 福祉保健局） 

 

＜現状・課題＞ 

他県からの人口流入や女性の社会進出等により、潜在需要を含め依然として高

い保育ニーズに的確に対応し、子供・子育て支援施策を更に充実させるためには、

地方自治体の裁量を拡大するなど規制改革を行う必要がある。 

 都の認証保育所制度は、０歳児保育や１３時間開所を全ての施設で実施し、大

都市特有の多様な保育ニーズに対応するなど、都の保育施策の重要な柱の一つと

なっている。こうした実績があるにもかかわらず、都の認証保育所は国の財政支

援の対象とされていない。 

 地域型保育事業では、設備・運営に関する基準の多くが、国の基準に従うもの

とされており、例えば、家庭的保育事業についても自園調理を原則とするなど、

事業形態等に即さない基準が設けられている。 

 

＜具体的要求内容＞ 

 多様化する保育ニーズや依然として高い保育ニーズに対応し、全ての子供と子

育て家庭が保育の必要度に応じてサービスを利用できるよう、地方自治体の裁量

を拡大するなど規制改革を行うこと。 

・ ３歳未満の低年齢児を中心に受け入れ、育児休業明けなど年度途中の入所

ニーズにも柔軟に対応している都の認証保育所の実績を認め、認証保育所を

国の制度に位置付け、十分な財政措置を講じること。 

 少子社会対策の推進 

多様な保育ニーズや、依然として高い保育ニーズに対応するため、

認証保育所の実績を認め、財政措置を講じるとともに、地方自治体の

裁量を拡大するなど規制改革を行うこと。 
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【協議事項】 

施策 19 福祉人材定着のための仕組みづくり 

 

＜国への提案要求内容＞ 

大都市にふさわしい介護報酬及び施設基準の見直し 

  （提案要求先 厚生労働省）      

（都所管局 福祉保健局） 

 

＜現状・課題＞ 

 介護報酬は、介護サービスに要する人件費・物件費等を勘案しており、地域ご

との人件費の地域差を調整するため、地域区分を設定し、地域別・人件費割合別

（サービス別）に１単位当たりの単価を割増ししている。 

 地域区分は、統一的かつ客観的に設定する観点から、原則として、民間事業者

の賃金水準等を反映させたものである公務員（国家・地方）の地域手当に準拠し

て設定しているが、公平性・客観性を担保する観点から、隣接地域の状況によっ

て、特例として級地の変更を認めている。例えば、平成３０年度介護報酬改定で

は、当該地域の地域区分よりも高い地域に囲まれている場合については「当該地

域の地域区分」から｢当該地域を囲んでいる地域区分のうち一番低い地域区分」

の範囲内で選択する完全囲まれルールが認められている。また、令和３年度改定

に向けた介護給付費分科会では、報酬単価の大幅な変更を緩和する観点から設定

された経過措置を令和５年度末まで引き続き適用するほか、完全囲まれルールで

は、他の都道府県内の地域を隣接地域から除くことができること、隣接地域と４

級地以上の級地差がある場合の級地の変更について認めることが審議されてい

る。しかし、これらの特例や経過措置によってもなお同一の生活圏及び経済圏を

構成する周辺の自治体と比較して低い設定となっている保険者もあり、そうした

保険者からは、今後のサービス事業の経営や人材確保に支障が生じる等の懸念が

示されている。 

 また、地域区分の人件費割合については、人員基準で規定している介護、看護

等の職種のみを勘案するという考え方を国は示している。この人件費割合は、介

１ 高齢社会対策の推進 

介護報酬改定に向けて実施する介護事業経営実態調査等について

更なる精緻化を進め、人件費割合や物件費・土地建物の取得費等の

実態の把握・分析を適切に行った上で、東京の実態に合わせ、介護

報酬へ適切に反映すること。 
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護報酬改定に向けて国が実施する介護事業経営実態調査の結果等を踏まえて、見

直しが行われているが不十分であり、現行の介護報酬上の人件費割合と、介護事

業経営実態調査における収入に対する給与費の割合には乖離が生じている。 

 介護事業所・施設においては、人員基準で規定していない事務員等の人件費も

含めて介護報酬で賄うことが求められていることから、実態に即した人件費割合

を設定するとともに、その設定の根拠等についても明らかにすべきである。 

 なお、国は、減価償却費・物件費には有意な地域差が見られないこと、及び土

地代等が反映する居住費は原則として給付対象外となっていることから、人件費

以外の費用については地域差を勘案する必要がないとの考え方を示している。 

 しかし、建築価格や物価等の各種調査によると、減価償却費・物件費には明ら

かな地域差が生じている。また、施設サービスの居住費は原則利用者負担とされ

ているものの、居宅サービスにおいても一定の面積確保が設備基準で規定され、

その費用は介護報酬で賄うことが求められている。こうしたことから、人件費の

みならず物件費や土地・建物の調達費用についても、地域差を勘案すべきであ

る。 

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）次期介護報酬改定が、客観的で信頼性の高いデータに基づき行われるよう、

介護事業経営実態調査等について、各サービスの物件費や土地建物の取得費

等を含めた事業者の経営状況の把握・分析を行うなどの精緻化を進め、介護

現場の実態を適切に把握すること。 

   また、把握したデータについて、社会保障審議会介護給付費分科会等での

検討に資するよう、可能な限りその集計・分析の根拠等も併せて公表するこ

と。 

（２）地域区分の設定については、各区市町村からの意見を聴いた上で地域の実

情を踏まえた設定をすることや、隣接する保険者間の地域的な一体性を確保

するための調整を可能とするなど、広域的な調整等を行う仕組みについて、

検討を行うこと。 

（３）介護報酬の地域区分における人件費割合を、介護事業の運営実態を踏まえ

て適切に見直すこと。 

（４）物件費、特に土地・建物の取得費や賃借料等の地域差について、東京の実

態に合わせ、適切に介護報酬に反映すること。 
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依然として高い保育ニーズに対応するための支援の充実 

（提案要求先 内閣府・財務省・厚生労働省） 

（都所管局 福祉保健局） 

 

＜現状・課題＞ 

 保育所待機児童の解消に伴う近年の保育所整備等の大幅な増加により、都内に

おける保育人材の需要が大きく伸びている。平成３０年度から令和２年度末まで

に全国で３２万人分の保育の受け皿を整備するためには、サービスの担い手とな

る保育人材の確保及び定着が重要である。 

 保育士宿舎借り上げ支援事業は、平成２９年度から、採用後１０年目までの保

育士へ対象が拡大されたが、採用後１１年目以降の保育士は対象とされておらず、

保育士以外の職員も補助対象となっていない。 

また、平成３０年度からは、待機児童数が５０人未満かつ有効求人倍率が全国

平均を超えていない区市町村、令和２年度からは、直近２か年の待機児童数が連

続して５０人未満かつ直近２か年の有効求人倍率が連続して全国平均以下の区市

町村について、対象が採用後５年目までとされたほか、平成３０年度から、特別

区及び財政力指数が１．０を超える市町村については、交付額が従前の４分の３

に縮小されている。 

さらに、令和２年度からは、補助基準額について、周辺の自治体と比較して低

い設定とされている自治体もあり、そうした自治体からは、離職者の増加や周辺

自治体への人材流出により保育士確保に支障が生じる等の懸念が示されている。 

 

＜具体的要求内容＞ 

保育士宿舎借り上げ支援事業について、待機児童数や有効求人倍率にかかわら

ず補助対象となる採用後の年数を同一とするとともに、採用後１１年目以降の職

員や保育士以外の職員も補助対象とするよう制度の充実を図ること。 

また、交付額が４分の３に縮小された区市町村について従前の算出方法に見直

すこと。 

さらに、区市町村別に補助基準額を設定する場合、現基準より減額され、周辺

自治体と比較して低い額となる自治体の保育士確保が困難とならないよう、配慮

すること。 

２ 少子社会対策の推進 

安定的に保育人材が確保できるよう、保育士宿舎借り上げ支援事

業等について制度運用の改善を図ること。 



 

【協議事項】 

施策 20 認知症対策の総合的な推進 

 

＜国への提案要求内容＞ 

認知症対策の総合的な推進 
（提案要求先 厚生労働省） 

（都所管局 福祉保健局） 

 

＜現状・課題＞ 

令和元年６月、認知症施策推進大綱が取りまとめられ、認知症の人や家族の

視点を重視しながら、「共生」と「予防」を車の両輪として施策を推進するこ

ととされた。 

都における認知症高齢者は、令和元年度には４６万人であったが、令和７年

には約５５万人になると見込まれている。こうした中、認知症になっても尊厳

を保ちながら、住み慣れた地域で安心して生活できるよう、認知症とともに暮

らす地域づくりを推進することが重要である。 

   そのためには、認知症の人と家族を支える人材の育成と地域の実情に応じた

支援体制の構築が急務であり、認知症の人の在宅生活の継続を困難にする行動

・心理症状（ＢＰＳＤ)の予防や改善に向けて効果が確認された支援手法等につ

いて速やかに普及し、認知症ケアの質の向上を図るとともに、区市町村や都道

府県が認知症の人と家族を支える地域づくりを推進できるようにする必要があ

る。 

   また、認知症疾患医療センターは、専門医療の提供、地域連携の推進、人材

育成など多くの機能を担っているが、都内には医療機関や診療所など多くの関

係機関が存在していることに加え、常勤専従相談員に係る人件費や物件費等が

高い傾向にあることを踏まえ、都市部の特性に合わせた配慮が必要であるにも

かかわらず、国庫補助額が不十分な現状にある。  

 

＜具体的要求内容＞ 

（１）行動・心理症状（ＢＰＳＤ)の改善等に効果的な支援手法の普及促進な

ど、都道府県及び区市町村が地域の実情に応じた事業を円滑に実施するため

 高齢社会対策の推進 

（１）認知症対策を総合的に推進するため、都道府県及び区市町村

が、地域の実情に応じた事業を円滑に実施するために必要な財

源を措置すること。 

（２）認知症疾患医療センター運営事業について、事業実施に必要

な財源を措置すること。 

- 64 -



 

に必要な財源を措置すること。 

（２）認知症疾患医療センター運営事業に対する補助金について、事業実施に必

要な財源を措置すること。 
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令和３年度 国の予算編成に対する東京都の提案要求 
（「国と東京都の実務者協議会」に係る協議事項） 
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